
 
 

 

 

 

 

 

「DX 推進指標」とそのガイダンス 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年 7 月 

経済産業省 

 



1 
 

エグゼクティブサマリー 

 
＜DXを巡る現状＞ 
あらゆる産業において、新たなデジタル技術を利用してこれまでにないビジネスモデル

を展開する新規参入者が登場し、ゲームチェンジが起きつつある。こうした中で、各企業は、
競争力維持・強化のために、デジタルトランスフォーメーション（DX：Digital 
Transformation）をスピーディーに進めていくことが求められている。 

 
＜参考： 「DX推進指標」における「DX」の定義＞ 
「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や
社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務その
ものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること」 
 
このような中で、経営者が DXの必要性を認識し、デジタル部門を設置するなどの取組が

見られるものの、実際のビジネス変革にはつながっていない という状況が、多くの日本企
業に見られる現状と考えられる。 
 こうした現状において、具体的な課題として、例えば、以下のような点が指摘されている。 
１） 「顧客視点でどのような価値を創出するか、ビジョンが明確でない」 

DXの取組状況について、よく聞かれるのが、PoC（Proof of Concept： 概念実
証）からビジネスにつながらない といった悩みである。その場合の原因の一つとし
て考えられるのは、顧客視点でどのような価値を生み出すのか、Whatが語られてお
らず 、ともすると、「AI を使ってやれ」の号令で、How から入ってしまっているこ
とにある。（また、業務改善・効率化にとどまってしまっているケースも多い。） 

２） 「号令だけでは、経営トップがコミットメントを示したことにならない」 
DXに向けて、内外に号令をかけるだけでは、経営トップがコミットメントを示し

たことにはならない。DXにより、ビジネスモデルや業務プロセスを変革し、企業文
化を変革していくためには、その変革を実行し、根付かせるための経営としての『仕
組み』を明確化し、全社で持続的なものとして定着させることが必要である。 
具体的な『仕組み』として、組織を整備し、権限を委譲しているか、適切な人材・

人員をアサインしているか、予算を十分に配分しているか、プロジェクトや人事の評
価の仕方を見直しているか、必要な人材の育成・確保を行っているかといったことが
必要となる。 

３） 「DX による価値創出に向けて、その基盤となる IT システムがどうあるべきか、
認識が十分とは言えない」 
DXを進める基盤として、ITシステムに求められる主要な要素は、以下の３つ。 
① データをリアルタイム等使いたい形で使えるか 
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② 変化に迅速に対応できるデリバリースピードを実現できるか 
③ データを、部門を超えて全社最適で活用できるか 
しかしながら、多くの日本企業では、部門ごとに個別最適でシステムを構築し、し

かも過剰なカスタマイズにより、IT システムがブラックボックス化してしまってい
る。これを解消できないと、全社的に DXを展開することは困難である。    
こうした中、ITシステムの話になると、経営者は IT部門に任せてしまうケースが

多い。DX による価値の創出に向けて IT システムをどのように見直すのか、経営者
自らがリアルに認識し、必要な打ち手を講じていくことが不可欠である。 

 
＜「DX推進指標」策定の狙い＞ 

DX の推進は、これまでの仕事の仕方や企業文化の変革までをも求められるものであり、
上記をはじめとする諸課題を克服し DXを実現するに当たっては、経営幹部、事業部門、DX
部門、IT 部門など関係する者が現状や課題に対する認識を共有し、アクションにつなげて
いくことが不可欠である。 

DXの取組の成否が、あらゆる産業において、今後の競争力を決する重要なイシューであ
る中、そうした取組を後押しするツールとして、今般、経済産業省は、平成 30年９月の「DX
レポート」の提言を踏まえ、「DX推進指標」を策定することとした。 
この「DX推進指標」は、DX推進に向けて、経営者や社内の関係者が、自社の取組の現

状や、あるべき姿と現状とのギャップ、あるべき姿に向けた対応策について認識を共有し、
必要なアクションをとっていく ための 気付きの機会を提供 することを目指すものである。 

 
本指標は、自己診断を基本とし、各指標項目について、経営幹部、事業部門、DX部門、

IT部門等が議論をしながら回答することを想定している。このうち、特に、経営者自らが
その現状と課題を認識すべき項目について、経営者が自ら回答すべき指標として、９つのキ
ークエスチョンを整理した。 

 
また、各社が DXに向けて手探りで取り組む中、他企業や他の業界の取組状況を知ること

は、自社の位置づけを把握し、次に取り組むべきステップに対する理解を深めることにもつ
ながることが期待される。このため、本指標を用いて各社が実施する自己診断の結果は、中
立的な組織が収集し、ベンチマーキングを行うとともに、その情報を提供することとする。 

 
本指標を活用して定期的に自己診断を行うことが、DXを巡る議論の活性化と認識の共有、

自社が目指す DXの目標の理解や必要となる次のアクションの具体化、目標に向けたアクシ
ョンプラン作成、達成度合いの継続評価と進捗管理等、DXの推進に向けた取組の一助とな
り、DXの推進そのものが加速することとなれば幸いである。  
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 「DX推進指標」策定の経緯 

 経済産業省では平成 30 年 5 月に「デジタルトランスフォーメーションに向けた研究会」
（座長：青山幹雄南山大学理工学部ソフトウェア工学科 教授）を設置し、ITシステムのあ
り方を中心に、日本企業が DXを実現していく上での現状の課題の整理とその対応策の検討
を行い、平成 30 年 9 月に『DXレポート～IT システム「2025 年の崖」の克服と DX の本
格的な展開～』１として報告書を取りまとめた。 
その後、「DXレポート」の提言を受け、DXの実現やその基盤となる ITシステムの構築

を行っていく上で経営者が押さえるべき事項を明確にすること、取締役会や株主が DXの取
組をチェックする上で活用できるものとすることを目的として、『デジタルトランスフォー
メーションを推進するためのガイドライン』（DX推進ガイドライン）２を策定した。 

 
上記「DXレポート」、「DX推進ガイドライン」を踏まえ、「DX推進ガイドライン」の２

つの柱である「（１）DX 推進のための経営のあり方、仕組み」と「（２）DXを実現する
上で基盤となる ITシステムの構築」について、経営者や社内の関係者が、自社の取組の現
状や、あるべき姿と現状とのギャップ、あるべき姿に向けた対応策について認識を共有し、
DX の推進に向けたアクションをとっていくための気付きの機会を提供するものとして、
「DX推進指標」を策定することとした。 
本指標の策定に当たっては、経済産業省において、検討のための体制として、以下の全体

会議とワーキンググループ（WG）をそれぞれ設置 した（『（参考）「見える化」指標、診断
スキーム構築に向けた全体会議、WGの開催実績』参照）。 

 
 『「見える化」指標、診断スキーム構築に向けた全体会議』（平成 30年 12月設置） 

 学識者に加え、コンサルティング・ファームや ITベンダーを中心に 20名程度 
 『「見える化」指標、診断スキーム構築に向けたワーキンググループ（WG）』 

（平成 31年 1月、全体会議の下部検討体制として設置） 
 学識者に加え、ユーザ企業を中心に 10名程度 

 
上記全体会議とワーキンググループにて平成 31年 3月まで検討いただいた後、令和元年

5月から 7月にかけて、約 30社に本指標の試行版を試行的に活用いただき、そこでのご意
見等も踏まえ、今般、本『「DX推進指標」とそのガイダンス』を策定した。 

 

                                                 
１ 経済産業省『DXレポート～ITシステム「2025年の崖」の克服と DXの本格的な展開～』（平成 30年 9月 7日） 

http://www.meti.go.jp/press/2018/09/20180907010/20180907010.html 
２ 経済産業省『デジタルトランスフォーメーションを推進するためのガイドライン』（平成 30年 12月 12日）

https://www.meti.go.jp/press/2018/12/20181212004/20181212004.html 
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 「DX推進指標」の狙いと使い方 

 「DX推進指標」策定の背景と狙い 

DXは、本来、データやデジタル技術を使って、顧客視点で新たな価値を創出していくこ
とである、そのために、ビジネスモデルや企業文化などの変革が求められる。 
しかしながら、現在、多くの企業においては、以下のような課題が指摘されている。 
 どんな価値を創出するかではなく、「AIを使って何かできないか」といった発想に

なりがち 
 将来に対する危機感が共有されておらず、変革に対する関係者の理解が得られない 
 号令はかかるが、DXを実現するための経営としての仕組みの構築が伴っていない 
 
こうした現状を乗り越えるためには、経営幹部、事業部門、DX部門、IT部門などの関係

者 が、DX で何を実現したいのか 、DX を巡る自社の 現状や課題、とるべきアクションは
何かについて認識を共有すること、その上でアクションにつなげていくことが重要とな
る。 

 
 
 本指標は、現在、多くの日本企業が直面している DXを巡る課題を指標項目とし、 
 上記関係者が議論をしながら自社の現状や課題、とるべきアクションについての認

識を共有し、関係者がベクトルを合わせてアクションにつなげていくことを後押し
すべく、 

 気づきの機会を提供するためのツールとして、策定したものである。 
 

 「DX推進指標」の使い方 

本指標の活用方法としては、自己診断を基本とし、経営層以下関係者（経営幹部や事業
部門、DX部門、IT部門等）が DXを推進するに当たっての課題に対する気付きの機会と
なるようにすることを想定している。 
具体的には、本指標は、以下のような使い方を想定している。 

 
① 認識共有・啓発： 

「DXのための経営の仕組み」と「その基盤としての ITシステムの構築」に関
して、経営幹部や事業部門、DX 部門、IT 部門などの 関係者が集まって議論 しな
がら、関係者の間での認識の共有を図り、今後の方向性の議論を活性化すること 
（注：担当者が一人で回答するだけでは、関係者間の認識の共有につながらない
、また、IT部門の評価結果を事業部門が確認し、さらにその結果を経営幹部が
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レビューする、という一方通行の回答方法の場合にも、関係者間の十分な認識
の共有につながらない） 

 
※ なお、関係者が集まって議論をする前に、関係者個々に自己診断し、関係者

間でのギャップを明らかにするという活用方法もある。これにより、経営幹
部、事業部門、DX部門、IT部門の現状や課題に対する認識の違いがあぶり
だされることは、その後の取組を認識に齟齬がない形で進める上で有用であ
ろう。 

 
② アクションにつなげる： 

自社の現状や課題の認識を共有した上で、あるべき姿を目指すために次に何を
するべきか、アクションについて議論し、実際のアクションにつなげること 
（注：各項目に点数を付けるだけではなく、アクションについて議論し、実際
のアクションにつなげることが重要） 

 
③ 進捗管理： 

翌年度に再度診断を行って、アクションの達成度合いを継続的に評価すること
により、DXを推進する取組の経年変化を把握し、自社の DXの取組の進捗を管理
すること 
（注：一度診断を行っただけでは 、持続的な DX の実行につながらない 、また、
年次ではなく、より短期のサイクルで確認すべき指標、アクションは自社のマ
ネジメントサイクルに組み込んで管理することが重要） 

 

 「DX推進指標」策定に当たっての視点 

2.1, 2.2を前提に、本指標の策定に当たっては、以下のような視点に留意している。 
 

 本指標は、良い点数を取ることが目的ではない 。各社が指標を活用して自己診断
する過程を通じて、経営幹部、事業部門、DX部門、IT部門などの社内の関係者が
議論をしながら、現状や課題を適切に認識し、かつその認識を共有することが重要
である。その上で初めて、必要なアクションにつなげていくことができる。 

 本指標は、ビジネスモデルそのものを評価するものではなく、企業の変化への対応
力を可視化するもの である。経営者からすると経営指標そのものがゴールになる
が、本指標は、経営指標を達成するための手段であり、これ自体が目的化されると
本質からずれてしまうことに注意する必要がある。 

 日本の経営者の中には、IT をどう使っていくかの成功体験を持って経営を担って
いる人はそれほど多いとは言えない。そのような現状にかんがみ、「DX を実現す
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る上での基盤となる ITシステムの構築」の部分においては、ITシステムが DXの
実行に当たってどのような影響を与えるのか、経営者として押さえておくべきこ
とは何かについて重点を置きながら、経営者が IT システムを巡る問題を、DX に
は欠かせない課題として、自分ごととして理解し、必要なアクションにつなげる
ことができるよう意を払っている。 

 『DX レポート』で述べている「2025 年の崖」を乗り越えるというのは、デジタ
ル競争に舵を切って、競争領域に資金・人材を大幅にシフトし競争上の優位性を確
保していくこと であり、本指標に沿ってレベルを上げていくことで DX の実現に
つながることが期待される。 

 各社が DXに向けて手探りで取り組む中、他企業や他の業界の取組状況を知ること
は、自社の位置づけを把握し、次に取り組むべきステップに対する理解を深めるこ
とにもつながることが期待される。このため、本指標を用いて各社が実施する自己
診断の結果は、中立的な組織が収集し、ベンチマーキングを行うとともに、その情
報を提供することとする。 
（注：個々の企業の診断結果を外部に公表するものではない） 

 なお、自社だけでなく、取引先等の関連企業とのコミュニケーション、課題解決支
援ツールとしての活用にも有用である。 
 

＜参考： 民間企業による各種指標との関係＞ 
DXの推進については、民間コンサルティング・ファームや民間 ITベンダーが各種指標

を持ち、サービスを行っている。本「DX推進指標」と民間による各種指標・診断との関
係は以下のとおりである。 
 本「DX推進指標」を用いた自己診断は、健康診断であれば、いわば、問診票や血液検

査レベルのものである。 
 それによる自己診断の結果を踏まえ、自社の遅れている部分、弱い部分、あるいは伸ば

していきたい部分を認識の上、必要に応じて、各民間企業による詳細診断、健康診断で
言えば、人間ドック・精密検査や専門医による治療につなげていくことができる。 

 改善施策を実施した後に、自己診断による再評価を行うことで、継続的な改善サイクル
推進の一助とすることが可能である。 

以下、そのイメージである。 
 

 
図１ 「DX推進指標」と各社指標との関係 

（問診票レベル） （血液検査レベル）

戦略コンサル・ITベンダー
各社による詳細診断

（人間ドック・精密検査）

各社支援によるITシステム
の構築・改修・刷新
（専門医による治療）

「DX推進指標」を用いた自己診断 各社／各団体による詳細診断

「DX推進指標」を用いた自己診断
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 「DX推進指標」の概要 

 「DX推進指標」の構成 

本指標は、DXの推進に際し、現在の日本企業が直面している課題やそれを解決するた
めに押さえるべき事項を中心に、以下のとおり構成される。 
① DX推進のための経営のあり方、仕組みに関する指標  
（「DX推進の枠組み」（定性指標）、「DX推進の取組状況」（定量指標）） 
② DXを実現する上で基盤となる ITシステムの構築に関する指標 
（「ITシステム構築の枠組み」（定性指標）、「ITシステム構築の取組状況」（定量指標）） 
 
定性指標は、指標ごとにクエスチョンが設定されており、以下の 2種類で構成される。 
 キークエスチョン： 経営者が自ら回答することが望ましいもの。 
 サブクエスチョン： 経営者が経営幹部、事業部門、DX 部門、IT 部門等と議論 を

しながら回答するもの。 

 
図２ 「DX推進指標」の構成 

 
  

キークエスチョン サブクエスチョン

体制
KPI
評価
投資意思決定、予算配分

推進体制
外部との連携

事業部門における人材
技術を支える人材
人材の融合

戦略とロードマップ
バリューチェーンワイド
持続力

体制
人材確保
事業部門のオーナーシップ

IT資産の分析・評価

データ活用の人材連携
プライバシー、データセキュリティ
IT投資の評価

DXによる競争力強化の到達度合い ITシステム構築の取組状況

ガバナンス・体制

ビジョン
経営トップのコミットメント
仕組み

マインドセット、企業文化

推進・サポート体制

人材育成・確保

事業への落とし込み

DX推進の枠組み（定性指標） ITシステム構築の枠組み（定性指標）
DX推進のための経営のあり方、仕組み

DX推進の取組状況（定量指標）

DXを実現する上で基盤となるITシステムの構築

ITシステム構築の取組状況（定量指標）

ビジョン実現の基盤としてのITシステムの構築
データ活用
スピード・アジリティ
全体最適

廃棄
競争領域の特定
非競争領域の標準化・共通化
ロードマップ

ITシステム
に求められ
る要素

IT資産の仕
分けとプラ
ンニング

DXの取組状況
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なお、「ITシステム構築の枠組み」や「ITシステム構築の取組状況」に関しても、IT
部門に任せるのではなく、経営幹部、事業部門、DX部門、IT部門等と議論をし、このシ
ステムが刷新されたらどういう経営の価値があるのかを意識しながら回答することが必要
である。 
 

 定性指標における成熟度の考え方 

本指標のうち定性指標においては、DX推進の成熟度を 6段階で評価する。本指標が日
本企業の国際競争力を高め、デジタル企業への変革を促すことを目的としていることか
ら、最終的なゴール（レベル５）は「デジタル企業として、グローバル競争を勝ち抜くこ
とのできるレベル」とする。本成熟度を利用することで、自社が現在どのレベルにいて、
次にどのレベルを目指すのかを認識するとともに、次のレベルに向けて具体的なアクショ
ンにつなげることが期待される。 
以下に成熟度レベルの基本的な考え方を示す。ただし、あくまでも基本的な考え方であ

り、詳細については、指標項目ごとにレベル分けの記載がされているので、それに従って
評価することとなる（『6「DX推進指標」本体』）を参照）。 

 

 
図３ 成熟度レベルの基本的な考え方 

  

成熟度レベル 特性
レベル０ 『未着手』 経営者は無関心か、関心があっても具体的な取組に至っていな

い
レベル１ 『一部での散発的実施』 全社戦略が明確でない中、部門単位での試行・実施にとどまっ

ている
（例）PoCの実施において、トップの号令があったとしても、
全社的な仕組みがない場合は、ただ単に失敗を繰り返すだけに
なってしまい、失敗から学ぶことができなくなる。

レベル２ 『一部での戦略的実施』 全社戦略に基づく一部の部門での推進
レベル３ 『全社戦略に基づく

部門横断的推進』
全社戦略に基づく部門横断的推進
全社的な取組となっていることが望ましいが、必ずしも全社で
画一的な仕組みとすることを指しているわけではなく、仕組み
が明確化され部門横断的に実践されていることを指す。

レベル４ 『全社戦略に基づく
持続的実施』

定量的な指標などによる持続的な実施
持続的な実施には、同じ組織、やり方を定着させていくという
こと以外に、判断が誤っていた場合に積極的に組織、やり方を
変えることで、継続的に改善していくということも含まれる。

レベル５ 『グローバル市場における
デジタル企業』

デジタル企業として、グローバル競争を勝ち抜くことのできる
レベル
レベル４における特性を満たした上で、グローバル市場でも存
在感を発揮し、競争上の優位性を確立している。
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 定量指標の考え方 

「DX推進の取組状況」については、例えば、意思決定のスピード向上や新規顧客・サー
ビスの拡大に関する指標など、DXの実行によって経営にもたらされる変化を反映できるも
のについて、いくつか事例を用意しているが、基本的には、自社が DXによって伸ばそうと
している定量指標を自ら選択して算出 するとともに、例えば、3 年後に達成を目指す当該
指標に関する数値目標を立て、進捗管理を行っていくといった活用方法を想定している。 
また、「IT システム構築の取組状況」については、基本的に企業単位での評価を想定し

ているため、自社で対象とするシステムやサービス、データをいくつか特定 した上で回答
することを想定している。 

 

 評価の仕方 

成熟度の回答に当たっては、なぜその成熟度と判断したかの根拠とそのエビデンス（証跡）
を合わせて回答することが望ましい。これにより、次のようなメリットが期待される。 
 回答者による回答結果のバラつきを抑えることができる。 
 人事異動等により担当者が変わった場合にも、前任者による判断の根拠が後任者に

引き継がれる。 
 後続の民間サービスによる診断に結果を引き継ぐ場合にも、トレーサビリティを確

保することができる。 
ただし、根拠とエビデンスについては、負担の問題もあるため、任意とする。 

 
なお、本指標は、基本的には、企業単位に回答いただくことを想定 しているが、多岐に

わたる事業を展開している企業 において、事業部門ごとに回答することでより実態に即し
た把握を可能とする、あるいは、国内外に多くのグループ会社を持つ企業において、グル
ープ会社全体での評価により各グループ会社の次のアクションにつなげるなど、企業ごと
に利用しやすい形で活用いただくことも可能である。 
また、「ITシステム構築の枠組み」において、対象とすべき ITシステムを選定する際に、

同一企業・組織内であっても、分野により ITシステムの成熟度レベルに差がある場合（例
えば、デジタルマーケティング関連システムでは成熟度が高い、一方、財務会計の基幹シス
テムでは成熟度が低いなど）、どちらの基準で回答すべきか迷うことがあるかもしれない。
その際、基本的には、各システムで目指すべき姿 （必ずしもすべてのシステムがリアルタ
イム性やスピード・アジリティを求められているとは限らない）との乖離により成熟度レベ
ルを判断いただくのが良い。 
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 回答方法 

＜回答フォーマット＞ 
実際の回答に当たっては、別途、以下の DX関連政策サイト上に掲載されている回答フ

ォーマットを活用いただき、評価していただくことになる。 
 
【DX関連政策サイト】https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/dx/dx.html 
 

＜診断結果の提出＞ 
各指標項目のレベル付けを踏まえつつ、アクションにつなげることが重要であること

から、後述のとおり、自己診断の結果については、中立組織に集約することで、ベンチマ
ーキングや先行事例の提供に活かしていくことを想定している。 
このため、各社の自己診断結果については、前述の DX関連政策サイト上に記載された

宛先に、提出いただくことをお願いしたい。なお、提出いただく場合であっても、個々の
企業の診断結果を外部に公表することは想定していない（当面、自己診断結果は経済産業
省宛に提出いただくが、診断結果を集約・分析する中立組織が選定され次第、提出内容は、
中立組織にて集約することを想定している）。 
さらに、診断結果を提出いただいた企業に対しては、診断結果や取組について意見交換

できるような場を提供することなども検討している。 

  

https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/dx/dx.html
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 自己診断を支える仕組み 

 中立的な組織の役割 

 ベンチマーキング 

自己診断結果を中立的な組織に提出いただくことにより、中立的な組織において、各社
が行った診断結果を分析し、ベンチマーキングを行って情報提供を行うこととする（注：
個々の企業の診断結果を外部に公表するものではない）。これにより、各社が、自社と他
社の差を客観的に理解できるようになり、業界・業種、企業規模ごとに自社のポジション
を把握し、次にとるべきアクションについて、理解を深めることにつながることが期待さ
れる。 
（例） 
 「他社と比べると、自社のスピード経営への取組は劣後している。」 
 「他社よりも、新規ビジネスへの IT投資（バリュー・アップ投資）の比率が少ない。」 
 「他社よりも経営幹部の関与が薄く（コミットメントが弱く）、かつ DX 部門の役割

が不明瞭になっている。」 
 
なお、ベンチマーキングの際に、診断の仕方の違いによる診断誤差を極力排除できるよう、

診断結果を集約してベンチマーク化する中立的な組織が、提出された根拠の記載に照らし
てレベル分けについての確認が必要と思われる場合には、該当企業に確認することができ
る仕組みを用意する。 
 

 先行事例の提供 

多くの企業が DXの取組について、手探りの状況であることを踏まえれば、ベンチマー
キング内容の提供に加え、先行事例に関する情報提供も有効である。このため、診断結果
を集める中立的な組織が、診断結果のスコアが高い企業において行われた施策の先行事例
などについて、広く情報提供を行っていくこととする。 
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 アドバイザーの活用 

各社が自己診断を行うに際しては、必要に応じて、個別項目の意味や解釈を伝えるアド
バイザーのサポートを受けることも有用である。具体的な仕組みについては今後の検討事
項であるが、例えば、以下のような仕組みが考えられる。 
 中小企業向けに、ITコーディネーター協会等の専門家集団が専門家を派遣する仕組

みを構築する。 
※ 大企業はコンサルティング・ファームや ITベンダー等へ相談することを想定。 

 
また、中期的には、企業毎の DX推進に関する客観的なモニタリング（ベンチマーク）

指標として、IR等に活用していくことも考えられる。この場合、指標自体の客観性を担保
するために、次に示すような、中立的な第三者によって評価（監査）するスキームが必要
になる。 
 企業内の監査部門による内部監査や、コンサルティング・ファーム等による外部監

査など。 
 
まずは、自己診断を定着させた上で、その結果を踏まえつつ、将来的に、こうした仕組

みを検討していくこととする。 
 

 

 
図４ 診断結果を踏まえたベンチマーク、先行事例の提供 

 

指標により自己診断する企業

・関係者が議論しながら回答（自己診断）
・課題認識、対応策検討
・計画立案、アクション実施
・ベンチマークの活用による他社との比較
（・必要に応じてアドバイザー要請）

中立組織

・診断結果の分析
（指標間の相関分析、
業種業態毎の分析、
経年分析、等）

・ベンチマーク策定・提供
・先行事例の提供
・指標の改善

診断結果提出

ベンチマーク提供

（先行事例の提供含む）

団体、コンサル、ITベンダー等

・自己診断におけるアドバイス

必要に応じて、
アドバイザーに依頼

アドバイザーによる
自己診断のサポート

※ベンチマーク化する際に、提出された根拠の記
載に照らして、レベル分けについて確認が必要
と思われる場合は、ユーザ企業に適宜確認

※診断結果の客観性担保、お墨付き等を与えるわけではないため、
特に、指標に関する専門家としての認定制度は設けない。
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 各指標項目の解説（趣旨と留意点） 

本指標の本体は、『6「DX推進指標」本体』を参照のこと。本章では、各指標項目の解説
として、趣旨や留意点等について記述している。 

 

 DX推進の枠組み（定性指標） 

 ビジョン 

《ビジョンの共有》 
１．データとデジタル技術を使って、変化に迅速に対応しつつ、顧客視点でどのような価値
を創出するのか、社内外でビジョンを共有できているか。 

 趣旨 
 DXの取組状況について、よく聞かれるのが、PoCからビジネスにつながらないと

いった悩みである。その場合の原因の一つとして考えられるのは、ユーザエクス
ペリエンスにおいてどのような価値を生み出すか、Whatが語られておらず、とも
すると、「AIを使ってやれ」の号令で、Howから入ってしまっていることにある。    
こうした状況に陥らないよう、DXの取組を進める上では、顧客視点でどのよう

な価値を生み出すのかについて、ビジョンを明確にし、社内外で共有することが
不可欠である。 

 文中の『データとデジタル技術の活用』、『変化に迅速に対応（スピード・アジリ
ティ）』、『顧客視点での価値の創出』は、DXにおける重要な３つの要素である。 

DX が目指しているものは、業務改善・効率化のみにとどまらず、『顧客視点で
新たなビジネス価値を創り出すこと』である。このことを認識した上で、DXなら
ではの価値創出の要素（リアルタイム性、データのオープンな流通、バリューチ
ェーンワイドの組み替え等）とそれを活かして自社が生み出すべき価値（現在／
将来にユーザから求められるもの）、課題、目指すべき方向性を、ビジョンとして
共有することが必要である。 

 留意点 
 例えば、メガトレンドを 10年スパンで定め、マーケットがデジタル中心に変化し

た 10 年後においても、自社が提供できる価値を明確化できるか、10 領域くらい
に絞って試してみるのもよいとの指摘がある。 

 成熟度判定のエビデンスの例 
 IR資料、中期・長期経営計画、経営会議資料、プレスリリース 

  

：キークエスチョン     ：サブクエスチョン 
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《危機感とビジョン実現の必要性の共有》 
２．将来におけるディスラプションに対する危機感と、なぜビジョンの実現が必要かについ
て、社内外で共有できているか。 

 趣旨 
 DXには、ビジネスモデルや仕事の仕方、組織・人事の仕組み、企業文化そのもの

の変革が求められるが、そうした変革に対しては現場の抵抗はつきものである。こ
うした抵抗を乗り越えて、DXを実現していく上では、なぜ DXをするのか、変革
しないと何が起こるかについて、具体的な危機感がリアリティを持って経営層に
も現場にも腹落ちされていることが必要である。 
このため、経営者自らが危機感やビジョン実現の必要性を発信することで社員

の当事者意識を醸成し、各階層のリーダーが自分事として DX 推進の施策を考え、
実行するようにすることが必要である。 

 留意点 
 例えば、自社がターゲットとするマーケットや所属しているサプライチェーン、

バリューチェーンが、デジタル化によりどのように変化していくか（ディスラプ
トされ得るのか）を調査・分析することが有用であろう。 

 成熟度判定のエビデンスの例 
 IR資料、中期・長期経営計画、経営会議資料、市場動向調査報告書、プレスリリ

ース 
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 経営トップのコミットメント 

《経営トップのコミットメント》 
３．ビジョンの実現に向けて、ビジネスモデルや業務プロセス、企業文化を変革するために、
組織整備、人材・予算の配分、プロジェクト管理や人事評価の見直し等の仕組みが、経営の
リーダーシップの下、明確化され、実践されているか。 

 趣旨 
 内外に号令をかけるだけでは、経営トップがコミットメントを示したことにはな

らない。DXにより、ビジネスモデルや業務プロセスを変革し、企業文化を変革し
ていくためには、その変革を実行し、根付かせるための経営としての『仕組み』を
明確化し、全社で持続的なものとして定着させることが必要である。 
具体的な『仕組み』として、組織を整備し、権限を委譲しているか、適切な人材・

人員をアサインしているか、予算を十分に配分しているか、プロジェクトや人事の
評価の仕方を見直しているかといったことが必要となる。経営者自らがリーダー
シップを発揮して、これらを明確化し実践して初めて、経営としてのコミットメン
トがなされていると言える。 

 なお、「あれよりもこれを先にしろ」といった自社にとって優先すべきものを選択
することも、コミットメントの一つの要素である。 

 成熟度判定のエビデンスの例 
 IR資料、中期経営計画、経営会議資料、事業計画、組織図・体制図 

 

  



17 
 

 仕組み 

（マインドセット、企業文化） 

《マインドセット、企業文化》 
４．挑戦を促し失敗から学ぶプロセスをスピーディーに実行し、継続できる仕組みが構築で
きているか。 

 趣旨 
 DXによって創出される価値は、必ずしも事前に想定できるとは限らないため、挑

戦すること、失敗から学ぶことが重要である。また、挑戦や失敗からの学習をス
ピーディーに繰り返し、かつ、継続できることが必要である。 
このため、「仮説設定→実行→検証→仮説修正」の繰り返しのプロセスをスピー

ディーにまわしながら、「優先順位」→「予算割り振り」のサイクルを環境変化に
応じて迅速に変化させるための「プロセス」、「プロジェクト管理」、「評価」の仕
組みを整備し、確立しているかどうかが、DX推進のカギであり、行き当たりばっ
たりにしないためのポイントである。 

 この際、これまでとは、仕事の仕方が全く異なり、スピードが桁違いになること
を強く意識すべきである。 

 留意点 
 PoC の実施においても、先述の「プロセス」、「プロジェクト管理」、「評価」の仕

組みが確立されていることがカギとなる。全社的な仕組みがないと、ただ単に失
敗を繰り返すだけになってしまい、失敗から学ぶことができない。学んだ知識の
継続的な管理や DX に関するナレッジマネジメントができているかは重要な観点
である。 

 日本企業が DX を推進する上での課題の一つがチェンジマネジメントである。カ
ルチャーの違うデジタル人材が弾き飛ばされることや、逆に既存事業を殺してし
まう（コア事業の人が辞めていく）ことを避けるため、会社としての戦略を経営
者が全社員に説明したり、まずは別会社にしたりするなど、異なるカルチャーを
受け入れていくためのマネジメントが重要である。 

 成熟度判定のエビデンスの例 
 中期経営計画、事業計画、行動指針、実績評価 KPI、従業員意識調査 

 
《体制》 
４－１．挑戦を促し失敗から学ぶプロセスをスピーディーに実行し、継続するのに適した体
制が権限委譲を伴って構築できているか。 
 趣旨 

 挑戦を促し、失敗から学ぶプロセスをスピーディーに実行するためには、小さく
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プロジェクトを動かすことが有効である。例えば、単位を小さくし、いつでも方
向転換できるような Exitの条件を用意しておくことである。トライ＆エラーでダ
メなら次にいけばよいという文化を根付かせ、それをスピーディーに実施してい
くことが重要であり、それに適した体制とすることが必要である。 

 また、何階層もある決裁ルートでの待ち時間は致命的であり、現在の組織、ルー
ルでは回らない可能性がある。適切な権限委譲を行うことで、小さくスピーディ
ーに実行することが重要となる。 

 留意点 
 新しい仕組みを導入する際は、既存事業とのバランスが最大の課題となる。組織

の縦割りの壁、ケイパビリティの違い（既存 ITとデジタル、アジャイルとウォー
ターフォール等の違いなど）の克服が必要である。 

 成熟度判定のエビデンスの例 
 中期経営計画、事業計画、業績評価 KPI、組織図・体制図、職務分掌 

 
《KPI》 
４－２．挑戦を促し失敗から学ぶプロセスをスピーディーに実行し、継続するのに適した
KPIを設定できているか。 
（視点： 進捗度をタイムリーに測る、小さく動かす、Exitプランを持つなど） 
 趣旨 

 挑戦を促し、失敗から学習することや、そのサイクルを小さく回す仕組みを継続し
ていくために、従来とは異なる、DX に適した KPI を設定することが重要である。 

 例えば、経営トップのコミットメントとして、ビジネスの実験を推奨することも重
要であり、実験型のために、進捗度をタイムリーに測る新しい KPI を用意するこ
とも有効である。 

 また、試行錯誤を繰り返してダメなら次にいけばよいという文化を醸成するため
に、小さな単位でいつでも方向転換できるような Exit の条件を用意し、それをス
ピーディーに実施していくことを可能とする KPI の設定も重要である。これによ
り、失敗によるリスクも低減できる。 

 留意点 
 DX の取組では、従来の発想を変えることも必要である。例えば、KPI としては、

売上ではなく、コミュニティの参加者数やサービスのファンの数、他の人にサー
ビスを薦めるかどうかなどエンゲージメントに関する指標も考えられる。これに
より、まずは、自社のサービス、プラットフォームにいかに多くの人を惹きつけ
るかを重視し、その上で、機能充実の対価としての値上げもあり得る。 

 成熟度判定のエビデンスの例 
 中期経営計画、事業計画、業績評価 KPI 
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《評価》 
４－３．上記のような KPI に即し、プロジェクト評価や人事評価の仕組みが構築できてい
るか。 
 趣旨 

 DXの取組は必ずしも結果がすぐには出ないため、従来の評価の仕組みでは該当プ
ロジェクトやそれに参画している人材が評価されなくなってしまうおそれがある。
そのような人材を評価する KPI を用意することで、現場が安心して挑戦できる環
境を整備することが必要である。 

 また、ビジネスを変革、廃止した際には、事業部門からすると一時的に売上が落ち
込むこともある。その際、毀損したことに対して、売上による評価ではなく、チャ
レンジしたことへのプラス査定をする仕組みなどが必要である。 

 成熟度判定のエビデンスの例 
 中期経営計画、事業計画、業績評価 KPI、人事評価 KPI 

 
《投資意思決定、予算配分》 
４－４．上記のような KPI に即した投資意思決定や予算配分の仕組みが構築できているか。 
 趣旨 

 投資や予算配分の仕組みは、挑戦と失敗から学ぶことを推奨するための KPIに基
づいていなければ、意思決定が場当たり的な判断に基づいてしまい、取組が継続
しない。 

 DX の継続的な推進に資する KPI に基づいた投資意思決定や予算配分を可視化す
ることで、既存事業とのコンフリクトを乗り越え、既存事業と新規事業とのバラ
ンスの最適化を図ることにもつながる。 

 留意点 
 成果が出そうな新規事業に対して、最初から多くの人材をアサインし、プレスリ

リースをすることもあるが、そうすると、数年での費用回収が社内で求められ、
結果的に苦しむこともある。ゼロイチに陥ることを回避するため、ベンチャーキ
ャピタルの投資ラウンド（シリーズＡ、Ｂ、Ｃ等）のように、新しいものに段階的
に投資していく発想も重要である。 

 成熟度判定のエビデンスの例 
 中期経営計画、事業計画、業績評価 KPI、中期 IT投資計画、新規事業企画稟議資

料、経営会議資料 
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（推進・サポート体制） 

《推進・サポート体制》 
５．DX推進がミッションとなっている部署や人員と、その役割が明確になっているか。ま
た、必要な権限は与えられているか。 

 趣旨 
 DX推進がミッションとなっている部署の役割は、自らアジャイルで新しい製品・

サービスを作るケースや、全社のデジタルビジネスをサポートするケースなど、
企業によって様々である。ただし、いずれの場合であっても、事業部門や IT部門
の巻き込みが不可欠であり、そのためには、経営トップの判断の下、役割が明確
となっており、かつ、必要な権限が与えられていること、そして、そこに必要な
人材・人員が充てられていることが極めて重要である。 

 留意点 
 専門組織を設置したとしても、短期間で成果を求められる場合は、例えば、生産

性向上に偏重してしまい、長期に向けたチャレンジをしなくなるおそれがある。 
 成熟度判定のエビデンスの例 

 中期経営計画、事業計画、組織図・体制図、職務分掌、権限規定 
 

《推進体制》 
５－１．経営・事業部門・IT 部門が目的に向かって相互に協力しながら推進する体制とな
っているか。 
 趣旨 

 DXを推進する体制は、サイロを超えて取り組む必要があり、社長直轄で DX推進
の部署を設置することが望ましい。ただし、それだけでは不十分であり、事業部
門や IT部門など、経営トップのオーナーシップの下、各部門に分散した業務ノウ
ハウを活用することが必要であり、そのための全社的な活動として、各部門を巻
き込んだ協力体制を構築できるかどうかが重要である。 

 留意点 
 ビジネスイノベーションの視点で捉えると、IT 部門がどのようにかかわるかにつ

いては画一的な正解はなく、IT部門に DX推進を位置づける、DX推進は独立組織
とするなど、会社により多様な形態がある。しかしながら、重要なことは、IT部
門を含む各部門に分散しているノウハウを活用するために各部門を巻き込んだ体
制が構築できているかである。 

 なお、ビジネスの価値をどうするかなどの経営方針を決める際に、IT 部門が参画
しておらず、行き詰ったところで、後から知らされて IT部門に丸投げになるとい
ったケースがあること（及びそれに伴う IT部門のモチベーション低下）に留意が
必要である。 
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 成熟度判定のエビデンスの例 
 中期経営計画、事業計画、組織図・体制図、職務分掌 

 
《外部との連携》 
５－２．自社のリソースのみでなく、外部との連携にも取り組んでいるか。 
 趣旨 

 DXを実行する上での根本的な問題はソーシング（人）であり、社内のソーシング
だけではなく、社外のソーシングも考えていく必要がある。自社のケイパビリテ
ィだけでできることは限られており、足りないスキルは外部との連携で補うこと
で、各々が付加価値を得るエコシステムの構築につなげていくことが重要である。 

 留意点 
 高度なデジタル技術を有する IT ベンダーとパートナーとしての関係を構築する

ことが重要となる。また、ベンチャー企業もエコシステムの対象として考慮する
ことも重要である。 

 成熟度判定のエビデンスの例 
 中期経営計画、事業計画、組織図・体制図、職務分掌、M&A・アライアンス戦略、

ソーシング戦略 
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（人材育成・確保） 

《人材育成・確保》 
６．DX推進に必要な人材の育成・確保に向けた取組が行われているか。 

 趣旨 
 DXの実行を担う人材の育成・確保は全社的な経営課題であると理解し、DX推進

に必要となる人材のプロファイルを明確にすることや、数値目標を持つことで、
育成や社外からの獲得の効率化と人材ミスマッチの防止を図り、短期・中長期で
の具体的なアクションにつなげることが重要である。 

 優秀な人材を育成、獲得するためにはこれまでの人事評価では対応できないケー
スもあるため、DX推進に資する人事評価、報酬体系、キャリアパスを新たな制度
として構築することも重要である。 

 留意点 
 人材の最適化に向けては、ユーザ企業、ベンダー企業を含めて広く人材交流を行

う場（例えば、ユーザ企業が技術を学び、ベンダー企業が業務を学ぶことができ
る環境）も重要である。 

 成熟度判定のエビデンスの例 
 中期経営計画、事業計画、人材・スキル開発計画、研修メニュー 

 
《事業部門における人材》 
６－１．事業部門において、顧客や市場、業務内容に精通しつつ、デジタルで何ができるか
を理解し、DXの実行を担う人材の育成・確保に向けた取組が行われているか。 
 趣旨 

 DX推進のためには、事業部門において、事業ニーズを把握している人材が、デー
タやデジタル技術を活用して顧客中心の視点からどのような価値を生み出せるか
のアイデアを出し、その実現性を素早く検証できるようになることが重要である。 

 成熟度判定のエビデンスの例 
 中期経営計画、事業計画、人材・スキル開発計画、研修メニュー 

 
《技術を支える人材》 
６－２．デジタル技術やデータ活用に精通した人材の育成・確保に向けた取組が行われてい
るか。 
 趣旨 

 DXを推進する際には、デジタル技術やデータ活用について手法の選択を適切に行
い、それを活用できるケイパビリティ（人材等）を確保することが重要である。
そうした人材には、求められる価値創出を実現可能にするデジタル技術やデータ
活用について、アイデア出しや検証ができることが求められる。 



23 
 

 成熟度判定のエビデンスの例 
 中期経営計画、事業計画、人材・スキル開発計画、研修メニュー 

 
《人材の融合》 
６－３．「技術に精通した人材」と「業務に精通した人材」が融合して DX に取り組む仕組
みが整えられているか。 
 趣旨 

 DXで何をやるかの解を出すには、「技術で何ができるかを分かっている人」と「業
務を分かってアイデアを出せる人」が連携できる仕組みや体制を構築することが
不可欠である。 

 また、人材の育成・確保においても、全社的な観点から部門間で相互に連携するこ
とにより、DX 推進に最適な人材ポートフォリオを形成することが、DX を持続的
に推進する上でのポイントとなる。 

 成熟度判定のエビデンスの例 
 中期経営計画、事業計画、組織図・体制図、人材ポートフォリオ 
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 事業への落とし込み 

《事業への落とし込み》 
７．DXを通じた顧客視点での価値創出に向け、ビジネスモデルや業務プロセス、企業文化
の改革に対して、（現場の抵抗を抑えつつ、）経営者自らがリーダーシップを発揮して取り組
んでいるか。 

 趣旨 
 DX推進に求められる経営者のリーダーシップとして、ビジョンの提示や実現への

コミットメントだけでなく、経営者自らが改革の必要性を十分に説明することで、
改革を実行する際の現場レベルでの説得や抵抗の抑え込みなど、経営トップとし
て何を重視しているかを事業レベルに浸透させることが重要である。 

 留意点 
 RPAの活用が盛んだが、業務の効率化でとどまり、業務プロセスそのものの見直

しにつながっていないといった状況に陥っていないか留意が必要である。 
 顧客視点での価値創出に向けては、事業ニーズに基づいた事業への落とし込み、

すなわち、ニーズと DX の紐付けが重要である（手段の目的化には留意が必要）。 
 経営トップのビジョンと事業レベルの変革とがリンクされる条件は、必ずしもト

ップダウンだけでなく、ボトムアップもあるため、現場主導の変革を経営トップ
がサポートすることも考えられる。 

 成熟度判定のエビデンスの例 
 IR資料、中期経営計画、経営会議資料、事業計画、組織図・体制図 

 
《戦略とロードマップ》 
７－１．ビジネスモデルや業務プロセス、働き方等をどのように変革するか、戦略とロード
マップが明確になっているか。 
 趣旨 

 DX推進に伴う変革を事業レベルで具体化する際には、経営トップのビジョンやコ
ミットメントだけでなく、現場レベルの戦略やロードマップとして具体化させて
いることが重要である。 

 留意点 
 ロードマップを構成する達成目標に、DX推進指標を活用するなどして、継続的に

進捗を評価することが重要となる。 
 成熟度判定のエビデンスの例 

 中期経営計画、事業計画、アクションプラン、バランスト・スコアカード 
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《バリューチェーンワイド》 
７－２．ビジネスモデルの創出、業務プロセスの改革への取組が、部門別の部分最適ではな
く、社内外のサプライチェーンやエコシステムを通したバリューチェーンワイドで行われ
ているか。 
 趣旨 

 DXの取組においては、顧客視点で新たな価値を創出するに際し、マーケティング
や営業部門だけでなく、開発、生産、調達等を含めたバリューチェーン全体を見渡
した上で、検討していくことが重要である。 

 この際、DXの本質であるデータ活用に向けて、バリューチェーンワイドで情報の
オープンな流通とエコシステムを意識することが重要となる。 

 また、B2C のみならず、B2B においても、ユーザエクスペリエンスを意識し、バ
リューチェーンワイドな取組を模索することが重要となる。 

 成熟度判定のエビデンスの例 
 中期経営計画、事業計画、M&A・アライアンス戦略、ソーシング戦略 

 
《持続力》 
７－３．改革の途上で、一定期間、成果が出なかったり、既存の業務とのカニバリが発生す
ることに対して、経営トップが持続的に改革をリードしているか。 
 趣旨 

 失敗ケースとしては、組織を立ち上げてみたが組織のゴールが見えない（ちゃん
とした KPI がない）、既存事業部からの反発が大きくてつぶされるというものが
ある。このような事態を克服するためには、経営トップ自らが、生き残るために
必要だという説明を十分に行う必要がある。 

 また、改革の成果が短期的に出なくても、「挑戦することに、どのような価値があ
るのか」「なぜ、今なのか」「組織が何を学習し、成長できているのか」を、取締役
会・経営陣がステークホルダー（株主や従業員）に自信をもって説明することが
重要であり、それを実施しているかどうかで DX推進の持続力が左右される。 

 社内に専門組織を作るとカニバリが発生する可能性があるが、それを受け入れる
トップの覚悟も必要である。 

 成熟度判定のエビデンスの例 
 IR 資料、中期経営計画、経営会議資料、事業計画、業績評価 KPI、組織図・体制

図 
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 DX推進の取組状況（定量指標） 

DX の取組は各社によって様々であるため、DX 推進の取組状況について、画一的な定量
指標を提示することは困難である。他方で、DXの進捗について、各社が定量的な指標を持
つことは、進捗管理を行っていく上でも重要である。 
したがって、自社が DXによって実現を目指すものを念頭に、それぞれの企業が自ら定量

指標を選択し、例えば、３年後に目指すべき数値目標を設定しながら、毎年の定量指標を算
出することにより、到達度合い、進捗管理に役立てることとする。 
このため、ここでは、いくつかの具体的な指標を例として示すこととするが、あくまでも

例示であり、各社が自ら適切な定量指標を選択・活用することを前提にしている。 
以上を前提として、以下の２つについて診断していくことが重要である。 

① DXにより経営がどう変わったか、競争力強化がどのように実現できているか
について、その到達度合いを表す経営指標：  
→ 「DXによる競争力強化の到達度合いに関する定量指標」 

② DXの取組そのものがどの程度進捗しているかを表す定量指標：  
→ 「DXの取組状況に関する定量指標」 
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 DXによる競争力強化の到達度合いに関する定量指標 

DX の目的は競争力強化であり、DX によって経営がどのように変わったか、競争力強化
が実現できているかを定量的に表す指標としては、通常の経営指標を活用することが有効
である。 
 先述のように、基本的には、自社が DXによって実現を目指すものを念頭に、それぞれの
企業が自ら定量指標をいくつか選択し、例えば、３年後に目指すべき数値目標を設定しなが
ら、毎年、定量指標を算出することにより、到達度合い、進捗管理に役立てることとする。 
なお、以下に示す定量指標は、あくまでも例示であるが、DXにより実現を目指す共通的

な事項としてのスピード、アジリティといった点などを念頭に、DXによる経営の変化を表
す意思決定のスピード、新規顧客・サービスに関する指標などを挙げている。 

 

 

図５ DXによる競争力強化の到達度合いに関する定量指標の例 
 

※ このほか、製造業の場合は、オペレーション最適化の観点から「S&OPサイクルタイム」
や「欠品率」、「リードタイム」、「余剰在庫」、「総合設備効率」等の指標も挙げられる。 

 
 留意点 

 ここでは、通常の経営指標を採用しているため、DXの取組が、どの程度、その
指標の改善に貢献したのか、因果関係を明確にすることは困難であることに留意
する必要がある。 

分類 指標（例） 説明
研究開発 製品開発スピード スピード感：

タイム・トゥ・マーケット（新製品開発における研究
開発の予算措置から市場提供まで）

マーケティング 新規顧客獲得割合 割合：
新規顧客からの売上の割合、新製品からの売上の割合。
経年変化により着目。
※流出顧客割合や廃止製品数を測定するか。新規顧客
の絶対数を測定する案も。

調達・購買 支出プロセスにおける
効率性

効率性：
統制下にある支出の割合、定型の購買サービスを用い
た支出割合。

会計・経理 決算処理スピード 効率性：
代表的な会計処理として効率を測定。
※決算処理日数（年次）など

Cash Conversion 
Cycle

効率性：
資金繰りに関する指標として、仕入れから販売に伴う
現金回収までの日数。

フォーキャスト
サイクルタイム

スピード感：
予算見直しをアジャイルに行っているか。
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 DXの取組状況に関する定量指標 

DXの取組自体の進捗状況を、共通的な定量指標で示すことも困難である。このため、各
社でデジタル（デジタルビジネスやデジタルサービス、デジタルカスタマー等）を定義した
上で、DX の取組状況を把握するための指標とし、例えば 3 年後の目標値を設定した上で、
経年変化を把握し、進捗管理を行うといった活用を想定している。以下は、あくまでも例示
である。 

 

 
図６ DXの取組状況に関する定量指標の例 

 
 留意点 

 先進的な米国などの企業では、デジタルに関する KPI を経営指標として設定し、
Annual Report などにおいて開示することにより、投資家等との対話に活用して
いる例も見られる。こうした事例も参考にしながら、DXを通じた自社の競争力強
化に向けた取組について、ステークホルダーにアピールしていくことも検討に値
する。 

 
＜参考： 先進的な海外企業におけるデジタルに関する Annual Report などによる開示項
目の例＞ 
 Digital Customers 
 Contribution to total income from digital customers 
 Cost-income ratio from digital customers (vs. traditional customers) 
 Return on equity (ROE) from digital customers (vs. traditional customers) 
 Digital Revenues 
 Digitized Cases per year 

分類 指標（例） 説明
デジタルサービス
（ひと・もの・かね

の割合）

企業全体に占めるデジタルサービス
の割合 [％]

割合：
売上もしくは顧客数等で経年変化に着目

デジタルサービス全体の利益 [円] 絶対値 or 割合：
デジタルサービスへの投資額 [円] 絶対値 or 割合：
デジタルサービスに従事している
従業員数 [人]

絶対値 or 割合：

新サービスを利用する既存顧客の
割合 [％]

割合：

デジタルプロジェクト DXのためのトライアルの数 [件] 絶対値：
事業提携 DXのための事業連携の数 [件] 絶対値：

DXのためのExitプランが明確になってい
るアライアンスやM&Aの件数

デジタル化 業務プロセスのデジタル化率 [%] 割合：
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 ITシステム構築の枠組み（定性指標） 

 ビジョン実現の基盤としての ITシステムの構築 

《ビジョン実現の基盤としての ITシステムの構築》 
８．ビジョン実現（価値の創出）のためには、既存の IT システムにどのような見直しが必
要であるかを認識し、対応策が講じられているか。 

 趣旨 
 DXを進める基盤として、ITシステムに求められるものは、以下の３つ。 

① データをリアルタイム等使いたい形で使えるか 
② 変化に迅速に対応できるデリバリースピードを実現できるか 
③ データを、部門を超えて全社最適で活用できるか 

 しかしながら、多くの日本企業では、部門ごとに個別最適でシステムを構築し、
しかも過剰なカスタマイズにより、IT システムがブラックボックス化してしまっ
ている。これを解消できないと、 
① 全社最適でデータを使えず、変化へのスピーディーな対応もできずに、DXを

実現できず、デジタル競争の敗者に。 
② 維持管理費が高額化し、IT予算の９割以上となり（技術的負債の肥大化）、価

値創出につながる投資に資金・人材を振り向けられない。 
③ 保守運用の担い手がいなくなり、トラブルやデータ滅失等のリスク大。 
→ 「2025年の崖」問題 

 しかしながら、ITシステムの話になると、経営者は IT部門に対して「ちゃんとや
っておいてね」で終わってしまうケースが多い。経営者が、このシステムが刷新
されたら、DXの実現を通じて、どういう経営の価値を生み出せるのかをリアルに
認識することが不可欠である。 

 そのためには、今のシステムだとここまでしか標準化できないのか、何週間作業
にかかるのかなどについて問いかけをすることで、それではまずいということを
明らかにさせ、経営と事業部門、IT 部門が認識を共有し、議論を進めていくしか
ない。経営者が、刷新する価値をどれだけリアルに問いかけられるかがカギであ
る。 

 ビジョン、コミットメントに対しては経営者の意識が高い。また、事業部門も AI
を使ってこういうことをやるということ自体は答えやすい。しかしながら、それ
らと IT システムをうまくリンクさせて、理解を共有することが極めて重要であ
る。システムは経営から見えづらいが、その中でデータが重要であることの関連
性や標準化等をつなぎとして位置づけ、理解していくことが重要である。 

 成熟度判定のエビデンスの例 

：キークエスチョン     ：サブクエスチョン 
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 中期・長期経営計画、全体 IT計画、DX推進計画、システム全体構成図 
 

（ITシステムに求められる要素） 
《データ活用》 
８－１．データを、リアルタイム等使いたい形で使える ITシステムとなっているか。 
 趣旨 

 DXを推進する上では、そもそもどんなデータを持っているのか、その中でリアル
タイムで使いたいデータは何かを認識し、実際にそれが使えているかが極めて重
要であり、ITシステムはそれを実現できるものとなっていることが求められる。 

 留意点 
 データの存在だけでなく、どの組織で、どの粒度のデータがどのように活用され

ているかを ITシステムの要件として把握することも重要である。 
 既存の ITシステムから入手できるデータだけではなく、活用していなかった、あ

るいは入手が難しかった社内外のデータを活用することが必要になる。 
 成熟度判定のエビデンスの例 

 システム全体構成図、データ管理台帳、データ利用 API 一覧、システム間連携図 
 

《スピード・アジリティ》 
８－２．環境変化に迅速に対応し、求められるデリバリースピードに対応できる IT システ
ムとなっているか。 
 趣旨 

 既存の ITシステムの運用を前提としてしまうと、新規サービスのリリース頻度な
どを加速できなくなってしまい、結果として、加速する環境変化のスピードに取
り残されてしまう。環境変化に迅速に対応できるようなデリバリーが可能になっ
ているかが DX実現の上で重要である。 

 留意点 
 既存の IT システムを小さい単位でサービス化することにより、新しいビジネス、

顧客が現れた際に、既存サービスの組合せを用いて新しいビジネスに対応できる
ような ITシステムを短期間で構築できるかがカギとなる。 

 スピードに関しては、単に変化へのレスポンスという観点だけでなく、何度も繰
り返すサイクルが短いという観点も重要となる。 

 成熟度判定のエビデンスの例 
 システム全体構成図、全体 IT計画、DX推進計画、API一覧、システム間連携図 
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《全社最適》 
８－３．部門を超えてデータを活用し、バリューチェーンワイドで顧客視点での価値創出が
できるよう、システム間を連携させるなどにより、全社最適を踏まえた IT システムとなっ
ているか。 
 趣旨 

 ディスラプターが顧客視点のビジネスモデルで攻めてきている中、それに対抗す
るためには、自社内外のバリューチェーンワイドでの組み替え等により価値を創
出することが重要である。このため、そのための基盤となる ITシステムは、シス
テム間連携などにより、部門を超えてのデータ活用が可能であり、また、データ
のオープンな流通を実現するエコシステムとの連携も容易に実現できるものとな
っていることが必要となる。 

 留意点 
 事業部門による個別最適やシャドーITが多く存在する中、システムの標準化・共

通化や社内 API等の活用によりデータ活用を全社的に進めることが重要である。 
 成熟度判定のエビデンスの例 

 システム全体構成図、全社 IT計画、DX推進計画、API一覧、システム間連携図 
 
（IT資産の分析・評価） 
《IT資産の分析・評価》 
８－４．IT資産の現状について、全体像を把握し、分析・評価できているか。 
（視点： アプリケーション単位での利用状況、技術的な陳腐化度合い、サポート体制の継
続性等） 
 趣旨 

 そもそも、自社の IT資産の全体像を把握できていないケースが多い。まずは、自
社の IT資産の把握が出発点である。 

 その上で、競争領域と非競争領域の仕分けやプランニングにつなげ、DXのビジョ
ンからくる要請に紐づいた ITシステムの全体像を可視化していく。 

 この際、単なる IT資産のリストアップだけでなく、アプリケーション単位での利
用状況やシステムリスク（技術的な陳腐化度合い、サポート体制の継続性等）の
詳細を把握することが、不要もしくは冗長な IT投資の残存を回避し、全社最適の
観点からの適切な分析・評価を行う上で不可欠である。 

 留意点 
 どういうレベルまで管理ができ、分析・評価しているかについて、「エビデンス」

から確認できることが重要となる。 
 成熟度判定のエビデンスの例 

 IT 資産管理台帳、システム利用状況、システム分析・評価結果、システムリスク
管理台帳 
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（IT資産の仕分けとプランニング） 
《廃棄》 
８－５．価値創出への貢献の少ないもの、利用されていないものについて、廃棄できている
か。 
 趣旨 

 DX による価値創出につながる IT 投資を拡大するためには、徹底的な無駄の排除
が必要であり、現在利用できているシステムであってもその効果によっては廃棄
する覚悟が必要である。 

 売上の数％にしか意味のない機能を多く抱え、そこに多大なコストをかけている
ケースが見受けられるが、これを廃棄するに当たっては、事業部門の現場からの
抵抗が予想される。システムの利用状況をアプリケーション単位で把握できれば、
不要なものは明らかになるはずであり、その上で、トップダウンで機能圧縮する
ことが必要である（７割のシステムを廃棄した例もあり）。 

 ITシステムの廃棄は、DXの基盤として ITシステムを再構築する際のリスクやコ
ストを低減する上でも重要であり、技術的負債の低減の観点からも重要である。 

 留意点 
 ITシステムの利用状況から見た業務上の必要性、業務の簡略化・標準化の可能性、

環境変化を見越した価値創出への貢献等を勘案することが重要となる。 
 成熟度判定のエビデンスの例 

 IT 資産管理台帳、システム利用状況、システム分析・評価結果、システムリスク
管理台帳、廃棄方針 
 

《競争領域の特定》 
８－６．データやデジタル技術を活用し、変化に迅速に対応すべき領域を精査の上特定し、
それに適したシステム環境を構築できているか。 
 趣旨 

 DX 推進に向けたデータやデジタル技術を活用した自社の競争領域を定義・特定
し、そこで必要となる IT システムの要素を明確化した上で、その領域に IT 投資
のための資金・人材を投入していくことが競争力の源泉につながる。 

 留意点 
 DX 推進のビジョンにおける強みが競争領域の定義と紐付いていることを要確認。 

 成熟度判定のエビデンスの例 
 中期経営計画、事業計画、全社 IT計画、DX推進計画、IT資産管理台帳 
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《非競争領域の標準化・共通化》 
８－７．非競争領域について、標準パッケージや業種ごとの共通プラットフォームを利用
し、カスタマイズをやめて標準化したシステムに業務を合わせるなど、トップダウンで機能
圧縮できているか。 
 趣旨 

 ラン・ザ・ビジネス予算を縮小し、バリュー・アップ予算を拡大するためには、い
かに非競争領域にかけるコストを削減するかが重要となる。 
現場の業務効率化や制度対応のためではなく、ビジョン実現のために他社と差

別化すべき点が何なのか、そこを競争領域と捉え、それ以外はすべて非競争領域
と捉えて、業界ごとの共通プラットフォームや、カスタマイズを抑制した標準パ
ッケージの利用を積極的に行うなど、中長期的視点で非競争領域における自前の
機能を圧縮する取組が必要となる。 

 標準化、共通化の方針に基づき機能圧縮を図る上では、トップダウンでのリーダ
ーシップが重要となる。 

 成熟度判定のエビデンスの例 
 中期経営計画、事業計画、全社 IT計画、DX推進計画 

 
《ロードマップ》 
８－８．ITシステムの刷新に向けたロードマップが策定できているか。 
 趣旨 

 DX推進におけるトップのビジョンを IT資産の仕分けやプランニング、ITシステ
ムの再構築に反映させるためには、それらのロードマップが、DX推進の戦略に沿
った形で策定されていることが重要である。さもないと、経営としての優先順位
や事業部門とのニーズとのミスマッチが発生し、DX推進の足かせとなるシステム
が残存するといったことにつながりかねない。 

 成熟度判定のエビデンスの例 
 全社 IT計画、DX推進計画、システム移行計画、バランスト・スコアカード 
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 ガバナンス・体制 

《ガバナンス・体制》 
９．ビジョンの実現に向けて、IT投資において、技術的負債を低減しつつ、価値の創出につ
ながる領域へ資金・人材を重点配分できているか。 
（「技術的負債」： 短期的な観点でシステムを開発し、結果として、長期的に保守費や運用
費が高騰している状態のこと） 

 趣旨 
 DX推進に向けて、価値創出に向けた投資の必要性を理解し、何を削減してそのた

めの資金・人材を生み出すかという発想が必要である。そのためには、部門を超
えた判断が必要であり、横断的に全体最適に向けたガバナンスが効いた体制を構
築し、経営トップが意思決定を下していくことが必要である。これにより、競争
領域と非競争領域における IT予算のメリハリを利かせ、ラン・ザ・ビジネス領域
からバリュー・アップ領域へ資金・人材のシフトを迅速に行う。 

 これができないと、DX の基盤となるべき IT システムが構築できず、ラン・ザ・
ビジネス中心の IT投資が継続し、技術的負債が解消できず、経営的にも体力を削
いでしまうことになる。 

 留意点 
 単なる既存の ITシステムの運用保守・改修に対する投資管理ではなく、バリュー・

アップとラン・ザ・ビジネスを区別し、戦略的にバリュー・アップへの比率を高
めるような継続的なリソース再配分の仕組みを確立し、それが機能しているかど
うかを明確にすること（指標化すること）が必要である。 

 成熟度判定のエビデンスの例 
 事業計画、全社 IT計画、DX推進計画、IT予算管理簿、調達管理簿 

 
《体制》 
９－１．ビジョンの実現に向けて、新規に投資すべきもの、削減すべきもの、標準化や共通
化等について、全社最適の視点から、部門を超えて横断的に判断・決定できる体制を整えら
れているか。 
（視点： 顧客視点となっているか、サイロ化していないか、ベンダーとのパートナーシッ
プ等） 
 趣旨 

 価値創出に向けた投資の必要性を理解し、そのために何を削減して資金・人材を
生み出すかという発想が必要となる。この際、コストを使う部門と売上を生み出
す部門が異なるため、部門を超えた判断が必要であり、IT 投資のリソース配分に
ついて、経営トップのコミットメントの下、横断的に全体最適に向けたガバナン
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スが効いた体制とする必要がある。 
 また、その組織を引っ張る横串人材をトップがアサインできているかが重要であ

る。 
 留意点 

 経営のコミットメントの下、横断的に判断・決定できる体制への適切な権限委譲
がなされるとともに、その際の全社最適の視点からの判断基準が透明化されてい
ることが重要である。 

 全社最適のために、IT部門を含めた横串体制が、「調達」を含め、お金の流れをお
さえることも必要である。（現在は事業部からのオーダーに応じて調達しているこ
とが多い） 

 成熟度判定のエビデンスの例 
 全社 IT計画、DX推進計画、組織図・体制図、事業部門と IT部門とのコミュニケ

ーション記録、委託先管理簿、調達計画書、調達実績書 
 

《人材確保》 
９－２．ベンダーに丸投げせず、IT システムの全体設計、システム連携基盤の企画や要求
定義を自ら行い、パートナーとして協創できるベンダーを選別できる人材を確保できてい
るか。 
 趣旨 

 DXを推進する人材が、詳細についてベンダーに丸投げしてしまうと、特定のベン
ダーに依存してしまったり、取組が継続しなかったりしてしまう。自社でやるべ
きことは何なのかを具体的に理解している人材、何をベンダーに依頼するのかと
いった役割分担を明確にできる人材を確保することが重要である。 

 その際、価値共創のパートナーとしてのベンダーの目利きができることがポイン
トであり、それができない場合は、費用の妥当性を議論するだけの人材となって
しまう。 

 留意点 
 DXにおいては、ITベンダーは従来のような ITシステム構築の請負業者ではなく、

事業のパートナーとして責任（事業リスク）を分かち合う存在であり、互恵関係、
エコシステムの関係にあることを意識することが重要である。 

 成熟度判定のエビデンスの例 
 全社 IT 計画、DX 推進計画、プロジェクト計画書、システム開発体制、ベンダー

選定基準とリスト、ベンダーとの役割分担表、事業部門と IT部門とのコミュニケ
ーション記録 
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《事業部門のオーナーシップ》 
９－３．各事業部門がオーナーシップをもって、DXで実現したい事業企画・業務企画を自
ら明確にし、完成責任まで負えているか。 
 趣旨 

 事業部門がオーナーシップをもって、事業企画や業務企画、要求定義を実施しな
い場合、でき上がった ITシステムが満足できるものとならず、大幅な手戻りが発
生し、コスト増につながってしまう。 

 また、明確に要求を定義できない案件も多く、事業ニーズに合わせて作ったもの
を素早く改善していく必要があるため、ITシステムを作ったら終わり（IT部門が
システム開発を主導している場合はこの考え方に陥りやすい）ではなく、継続的
な攻めの IT投資を行うためにも、事業計画・ニーズに基づいた形で進めることが
重要となる。 

 成熟度判定のエビデンスの例 
 全社 IT 計画、DX 推進計画、プロジェクト計画書、実績報告書、システム開発体

制、役割分担、事業部門と IT部門とのコミュニケーション記録 
 

《データ活用の人材連携》 
９－４．「どんなデータがどこにあるかを分かっている人」と「データを利用する人」が連
携できているか。 
 趣旨 

 DX推進の過程では、データの所在が分かっていてもどう活用できるかのイメージ
が湧かない、またイメージは湧いているが実現性（そもそもそのようなデータが
社内にあるのか）を検証できないといった事態がしばしば発生することがある。
どのようなデータをどこに管理しているか、データ活用のアイデアに対して足り
ないデータは何なのかが社内で議論できるように、人材が連携できる仕組みを構
築することが重要となる。 

 留意点 
 データ活用の成功例等のナレッジの共有も重要となる。 

 成熟度判定のエビデンスの例 
 全社 IT計画、DX推進計画、事業部門と IT部門とのコミュニケーション記録、デ

ータ管理ポリシー、データ利用ガイド、データ利用 API 一覧 
 

《プライバシー、データセキュリティ》 
９－５．DX推進に向け、データを活用した事業展開を支える基盤（プライバシー、データ
セキュリティ等に関するルールや ITシステム）が全社的な視点で整備されているか。 
 趣旨 
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 プライバシー保護やセキュリティなど、データを活用した事業展開を支える基盤
があることで、顧客やビジネスパートナーが安心してデータを提供し、そのデー
タの活用が競争力の源泉となる。 

 成熟度判定のエビデンスの例 
 全社 IT計画、DX推進計画、事業部門と IT部門とのコミュニケーション記録、セ

キュリティポリシー、プライバシーポリシー 
 
《IT投資の評価》 
９－６．IT システムができたかどうかではなく、ビジネスがうまくいったかどうかで評価
する仕組みとなっているか。 
 趣旨 

 一般に IT投資評価は、要件に対するコストの大小や、経費の前年度比較で行われ
ることが多い。しかし、DXの本質は価値創出であり、DX推進のための変革を実
現するためには、IT投資とビジネス価値が連動していることを明確にすることが
重要である。 

 留意点 
 IT システム構築への投資と売上や利益等のビジネス価値が直接紐づいていないケ

ースや、結果が出るのに時間がかかるケースが多いため、定量的なリターンやそ
の確度を求めすぎて挑戦を阻害しないようにすることに留意する必要がある。 

 成熟度判定のエビデンスの例 
 全社 IT計画、DX推進計画、IT予算管理簿、ビジネス貢献度を測る評価軸 
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 ITシステム構築の取組状況（定量指標） 

DX を実現する上で基盤となる IT システムの構築における取組状況を表す定量的な経営
指標を設定し、自社の現状を理解するための一助とする。 
ただし、各項目について、画一的な定義は設けないこととし、基本的には各企業の判断で

数値の定義付けをしつつ、例えば 3年後の目標値を定め、毎年、数値を計測しながら、必要
なアクションをとり、進捗管理を行っていくこととする。 

 

 
図７ ITシステム構築の取組状況に関する定量指標 

 
 留意点 

＜予算と人材＞ 
 DX の推進や技術的負債の低減に向けては、ラン・ザ・ビジネス予算に比してバ

リュー・アップ予算の比率を高めることが経営課題となる。 
 また、人材の育成・確保に向けた経営の取組の進捗を可視化する上では、まず、

DX に必要な人材の質と量を、技術に精通した人材、事業に精通した人材の双方
の観点から具体化することが重要である。 

 バリュー・アップ予算、DX に必要な人材の比率（旧来ビジネスからどれだけ人
材のトランスフォームができているか）は、経営としての DX へのコミットメン
ト度合いの重要な指標である。 

 

分類 指標（例） 説明
予算 ラン・ザ・ビジネス予算と

バリュー・アップ予算の比率
IT予算のうち、ラン・ザ・ビジネス予算とバリュー・アッ
プ予算の比率と、3年後の目標値
※ IT部門が支出するもののみでなく、事業部門のIT投資
も足し合わせていることが望ましい

人材 DX人材（事業）の数 [人] 事業部門等において、顧客や市場、業務内容に精通しつつ、
データやデジタル技術を使って何ができるかを理解し、
DXの実行を担う人材の数と、3年後の目標値

DX人材（技術）の数 [人] デジタル技術やデータ活用に精通した人材の数と、3年後
の目標値

DX人材育成の研修予算 [円] DX人材を育成するための予算（絶対値 or 割合）と、3年
後の目標値

データ データ鮮度
[リアルタイム／日次／週次
／月次]

経営が迅速に把握すべきと考えているデータをいくつか特
定し、それについてどの程度の頻度（期間）で締め（確
定）処理が行われているかと、3年後の目標値

スピード・
アジリティ

サービス改善のリードタイム
[日]

リードタイムの短縮を目指すサービスをいくつか特定し、
それぞれに対するITシステムについて、改修企画の立案か
らサービス開始までの期間と、3年後の目標値

サービス改善の頻度 [回] サービス改善の頻度向上を目指すサービスをいくつか特定
し、それぞれに対するITシステムについて、サービス改善
（リリース）頻度と、3年後の目標値

アジャイルプロジェクトの
数 [件]

アジャイルプロジェクトの数（もしくは全プロジェクト数
に対する割合）と、3年後の目標値
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＜データ＞ 
 鮮度を把握すべきデータを特定するに当たっては、例えば、顧客視点での価値創

出のためにカギとなるデータを選択することなどが考えられる。 
 なお、データ鮮度とは別に、バリューチェーンを考えた際にどこまで細かいデー

タが見たいか、データ粒度を定量指標の一つとして把握することも一案である。 
 
＜スピード・アジリティ＞ 
 新しいサービスの提供、機能変更における「スピード」やビジネス変化への追従

力である「アジリティ」は、デジタル化する社会においてグローバル競争を勝ち
抜くために重要な要素であり、IT システムを評価する指標としても有効である。 
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 「DX推進指標」本体  （※ 別途、経済産業省 HPで A３版を用意） 

＜DX推進の枠組みに関する定性指標（１／２）＞ 

 
  

レベル0 レベル１ レベル２ レベル３ レベル４ レベル５

No. 大分類 中分類 小分類

未着手
（経営者は無関心か、関心が

あっても具体的な取組に至ってい
ない）

一部での散発的実施
（全社戦略が明確でない中、
部門単位での試行・実施に留

まっている）

一部での戦略的実施
（全社戦略に基づく

一部の部門での推進）

全社戦略に基づく
部門横断的推進

全社戦略に基づく
持続的実施

（定量的な指標等による
持続的な実施）

グローバル市場におけるデジタル
企業

（デジタル企業として、グローバル
競争を勝ち抜くことのできるレベ

ル）

1 DX推進の枠組み ビジョン ビジョンが提示されていない。 ビジョンは提示されているが、現場
の取組はビジョンに紐づいて行わ
れているとは言えない。

ビジョンが明確に提示され、一部
の部門での取組がビジョンに整合
的に進められている。

ビジョンが明確に提示され、全社
での取組がビジョンに整合的に進
められている。

ビジョンが明確に提示され、全社
での取組が、ビジョンの達成度合
いで評価するモニタリングの仕組
みにより、持続的に進められてい
る。

ビジョンがグローバル競争を勝ち抜
くことができるものとなっており、全
社での取組が、グローバル競争で
勝ち抜くとの認識の共有の下に、
持続的に進められている。

2 共有されていない。 漠然とした危機感を役員と共有
している。

マーケットの変化を内外環境デー
タに基づき把握し、マーケットの破
壊・革新が行われるタイミングやビ
ジネスインパクトについて、社内の
役員間で話し合っている。

マーケットの変化、破壊・革新が
行われるタイミング、それによるビジ
ネスインパクトを評価した上で、社
内の役員・社員と共有している。

マーケットの変化、破壊・革新が
行われるタイミング、それによるビジ
ネスインパクトについて、定期的に
アップデートしつつ、社内の役員・
社員と共有している。

グローバル競争を勝ち抜く観点か
ら、マーケットの変化、破壊・革新
が行われるタイミング、それによるビ
ジネスインパクトについて、定期的
にアップデートしつつ、社内の役
員・社員や取引先等と共有して
いる。

3 経営トップのコミットメント 仕組みができていない。 一部の仕組みが明確化・実践さ
れているが、一部の仕組みは明
確化されていない。
（例. 組織を作って人は配置して
いるが、予算が十分に配分されて
いない）

仕組みが明確化され、一部の部
門で実践されている。

仕組みが明確化され、全社的に
実践されている。

仕組みが明確化され、全社で持
続的なものとして定着している。

グローバル競争を勝ち抜くことを
ゴールとして仕組みが構築され、
全社で持続的なものとして定着し
ている。

4 仕組み マインドセット、企業文化 仕組みができていない。 一部の仕組みが明確化・実践さ
れているが、一部の仕組みは明
確化されていない。

仕組みが明確化され、一部の部
門で実践されている。

仕組みが明確化され、全社的に
実践されている。

仕組みが明確化され、全社で持
続的なものとして定着している。

チャレンジの度合いやデリバリース
ピード等において、グローバルを勝
ち抜けるレベルに達している。

4-1 サブ（体制） 挑戦を促し失敗から学ぶプロセスをスピーディーに実行し、継
続するのに適した体制が権限委譲を伴って構築できている
か。

構築できていない。 一部の部門で体制を構築してい
るが、試行的である、あるいは十
分に権限委譲できていない。

一部の部門で体制を構築し、権
限移譲を伴って、実践している。

全社的に関連部門に権限委譲
を伴って体制が構築され、全社で
部門横断的な実践がなされてい
る。

必要に応じて、体制や移譲される
権限の見直しが行われる仕組み
ができており、全社で持続的なも
のとして定着している。

構築された体制による取組が、グ
ローバル競争を勝ち抜くレベルと
なっており、定着している。

4-2 サブ（KPI） 挑戦を促し失敗から学ぶプロセスをスピーディーに実行し、継
続するのに適したKPIを設定できているか。
（視点：　進捗度をタイムリーに測る、小さく動かす、Exitプ
ランを持つなど）

設定されていない。 KPIが一部の部門で設定されて
いるが、全社戦略と紐づけられて
いない。

全社戦略と紐づけられた形でKPI
が設定され、一部の部門で実践
されている。

全社戦略と紐づけられた形で全
社KPIとして設定され、全社的に
実践されている。

全社KPIが必要に応じて見直さ
れる仕組みができており、持続的
な仕組みとして定着している。

KPIの仕組みが、最終的にグロー
バル競争を勝ち抜くことを目指す
ものとして設定され、定着してい
る。

4-3 サブ（評価） 上記のようなKPIに即し、プロジェクト評価や人事評価の仕
組みが構築できているか。

上記のようなKPIに則したものとし
ては、構築できていない。

一部の部門で、プロジェクト評価
の仕組みを構築しているが、試行
的である、あるいは人事評価まで
反映できていない。

一部の部門で、プロジェクト評価
や人事評価の仕組みが構築さ
れ、実践している。

プロジェクト評価や人事評価の仕
組みが構築され、全社的に実践
している。

必要に応じて、プロジェクト評価や
人事評価の見直しが行われる仕
組みができており、全社で持続的
なものとして定着している。

評価の仕組みが、グローバル競争
を勝ち抜くことを目指すものとなっ
ており、定着している。

4-4 サブ（投資意思決
定、予算配分）

上記のようなKPIに即した投資意思決定や予算配分の仕
組みが構築できているか。

上記のようなKPIに則したものとし
ては、構築できていない。

一部の部門で、仕組みが構築さ
れているが、実際には、十分な予
算配分がなされないなど、十分に
実践できていない。

仕組みが構築され、一部の部門
で実践されている。

仕組みが構築され、全社的に実
践されている。

仕組みが構築され、全社で持続
的なものとして定着している。

投資意思決定や予算配分のス
ピードやダイナミックさ等において、
グローバル競争を勝ち抜けるレベ
ルに達している。

成熟度

キークエスチョン（＋サブクエスチョン）
※黄色の網掛けしている項目がキークエスチョン

ビジョンの実現に向けて、ビジネスモデルや業務プロセス、企業文化を変革するため
に、組織整備、人材・予算の配分、プロジェクト管理や人事評価の見直し等の仕
組みが、経営のリーダーシップの下、明確化され、実践されているか。
（注：　各仕組みごとの進捗については、以下の「仕組み」の各項目で個別にチェッ
ク）

挑戦を促し失敗から学ぶプロセスをスピーディーに実行し、継続できる仕組みが構築
できているか。

データとデジタル技術を使って、変化に迅速に対応しつつ、顧客視点でどのような価
値を創出するのか、社内外でビジョンを共有できているか。

将来におけるディスラプションに対する危機感と、なぜビジョンの実現が必要かについ
て、社内外で共有できているか。
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＜DX推進の枠組みに関する定性指標（２／２）＞ 

  

レベル0 レベル１ レベル２ レベル３ レベル４ レベル５

No. 大分類 中分類 小分類

未着手
（経営者は無関心か、関心が

あっても具体的な取組に至ってい
ない）

一部での散発的実施
（全社戦略が明確でない中、
部門単位での試行・実施に留

まっている）

一部での戦略的実施
（全社戦略に基づく

一部の部門での推進）

全社戦略に基づく
部門横断的推進

全社戦略に基づく
持続的実施

（定量的な指標等による
持続的な実施）

グローバル市場におけるデジタル
企業

（デジタル企業として、グローバル
競争を勝ち抜くことのできるレベ

ル）

5 DX推進の枠組み 仕組み 推進・サポート体制 明確になっていない。 DX推進がミッションとなっている部
署はあるが、人員や予算が不十
分であったり、他部門との関係が
不明確であるなど、試行錯誤中
である。

DX推進がミッションとなっている部
署や人員と、その役割が明確で
必要な権限が与えられた十分な
体制となっており、一部の部門の
DXの取組を牽引・支援してい
る。

DX推進がミッションとなっている部
署や人員と、その役割が明確で
必要な権限が与えられた十分な
体制となっており、各部署を巻き
込んで、全社的なDXの取組を横
串を通す形で牽引・支援してい
る。

DX推進をミッションとしている部署
や人員の活動・成果を継続的に
評価する仕組みがあり、全社での
DXの取組が持続的なものとして
定着している。

全社的なDXの取組がグローバル
競争を勝ち抜けるレベルで牽引・
支援できている。

5-1 サブ（推進体制） 経営・事業部門・IT部門が目的に向かって相互に協力しな
がら推進する体制となっているか。

体制ができていない。 一部の部門を十分に巻き込めて
いない。
（例．社長直轄でDX本部を置
いたが、事業部門を十分に巻き
込めていない、あるいはIT部門を
十分に巻き込めていない）

相互に協力する体制を構築し、
一部の部門のDXの取組を牽引・
支援している。

相互に協力する体制を構築し、
全社的なDXの取組を牽引・支
援している。

相互に協力する体制が確立さ
れ、全社で持続的なものとして定
着している。

相互に協力する体制により、全
社的なDXの取組がグローバル競
争を勝ち抜けるレベルで牽引・支
援できている。

5-2 サブ（外部との連携）自社のリソースのみでなく、外部との連携にも取り組んでいる
か。

取り組んでいない。 部署ごとでバラバラに行っている。 全社戦略に基づき、一部の部門
におけるDXの取組の一環として、
取り組んでいる。

全社戦略に基づき、DXの取組の
一環として、全社的に取り組んで
いる。

外部との連携に関する活動・成
果を継続的に評価する仕組みが
あり、全社で持続的なものとして
定着している。

外部との連携による活動が、グ
ローバル競争を勝ち抜くことのでき
るレベルで行わている。

6 人材育成・確保 DX推進に必要な人材の育成・確保に向けた取組が行われているか。 行われていない。 部署ごとでバラバラに行っている。 戦略的な社内育成と外部からの
調達に関する短期・中期・長期
の計画が提示され、一部の部門
で推進している。

戦略的な社内育成と外部からの
調達に関する短期・中期・長期
の計画があり、必要なリソースが
割当てられ、全社的に取り組んで
いる。

全社的に人材の育成、確保のた
めの制度を整備している。
（人事評価・報酬体系、キャリア
パス等）

グローバル競争を勝ち抜くことので
きるレベルでの人材の育成・確保
が行われている。

6-1 サブ（事業部門にお
ける人材）

事業部門において、顧客や市場、業務内容に精通しつつ、
デジタルで何ができるかを理解し、DXの実行を担う人材の
育成・確保に向けた取組が行われているか。

取組が行われていない。 部署ごとでバラバラに行っている。 全社戦略に基づき、人材プロファ
イルが定義され、目標数値をもっ
て、一部の部門で取り組んでい
る。

全社戦略に基づき、人材プロファ
イルが定義され、目標数値をもっ
て、全社的に取り組んでいる。

全社的に人材の育成、確保のた
めの制度を整備している。
（人事評価・報酬体系、キャリア
パス等）

グローバル競争を勝ち抜くことので
きるレベルでの人材の育成・確保
が行われている。

6-2 サブ（技術を支える
人材）

デジタル技術やデータ活用に精通した人材の育成・確保に
向けた取組が行われているか。

取組が行われていない。 部署ごとでバラバラに行っている。 全社戦略に基づき、人材プロファ
イルが定義され、目標数値をもっ
て、一部の部門で取り組んでい
る。

全社戦略に基づき、人材プロファ
イルが定義され、目標数値をもっ
て、全社的に取り組んでいる。

全社的に人材の育成、確保のた
めの制度を整備している。
（人事評価・報酬体系、キャリア
パス等）

グローバル競争を勝ち抜くことので
きるレベルでの人材の育成・確保
が行われている。

6-3 サブ（人材の融合） 「技術に精通した人材」と「業務に精通した人材」が融合し
てDXに取り組む仕組みが整えられているか。

仕組みができていない。 部署ごとでバラバラに行っている。 仕組みが明確化され、一部の部
門で実践されている。

仕組みが明確化され、全社的に
実践されている。

仕組みが明確化され、全社で持
続的なものとして定着している。

人材の融合の仕組みにより、グ
ローバル競争を勝ち抜くことのでき
るレベルでの人材活用につながっ
ている。

7 取組が行われていない。 現場の抵抗が発生しており、さら
なる経営者のリーダーシップが必
要である、あるいは子会社設立
等、別のアプローチが必要である。

経営者がリーダシップを発揮して、
一部の部門で改革に向けた取組
が進んでいる。

経営者がリーダシップを発揮し、
全社的に改革に向けた取組が進
んでいる。

改革に向けた取組について、達成
度合いで評価するモニタリングの
仕組みにより、全社で持続的なも
のとして定着している。

改革に向けた取組が、グローバル
競争を勝ち抜くことのできるレベル
で持続的に行われている。

7-1 サブ（戦略とロード
マップ）

ビジネスモデルや業務プロセス、働き方等をどのように変革す
るか、戦略とロードマップが明確になっているか。

明確になっていない。 戦略とロードマップは提示されてい
るが、現場の取組は戦略とロード
マップに紐づいて行われているとは
言えない。

戦略とロードマップが明確に提示
され、一部の部門での取組が戦
略とロードマップに整合的に進めら
れている。

戦略とロードマップが明確に提示
され、全社的に取組が戦略とロー
ドマップに整合的に進められてい
る。

戦略とロードマップが明確に提示
され、全社での取組が、ロードマッ
プの達成度合いで評価するモニタ
リングの仕組みにより、持続的に
進められている。

戦略とロードマップがグローバル競
争を勝ち抜くことができるレベルの
ものとなっており、全社的に持続
的に進められている。

7-2 サブ（バリューチェーン
ワイド）

ビジネスモデルの創出、業務プロセスの改革への取組が、部
門別の部分最適ではなく、社内外のサプライチェーンやエコシ
ステムを通したバリューチェーンワイドで行われているか。

取組が行われていない。 部署ごとでバラバラに行っており、
バリューチェーンワイドでの取組に
つながっていない。

バリューチェーンワイドでの取組内
容が明確化され、一部の関係す
る部門で取り組んでいる。

バリューチェーンワイドでの取組内
容が明確化され、全社的に取り
組んでいる。

取組内容が明確化され、達成度
合いで評価するモニタリングの仕
組みにより、全社で持続的なもの
として定着している。

バリューチェーンワイドでの取組が、
グローバル競争を勝ち抜くことので
きるレベルで、全社的に持続的に
行われている。

7-3 サブ（持続力） 改革の途上で、一定期間、成果が出なかったり、既存の業
務とのカニバリが発生することに対して、経営トップが持続的
に改革をリードしているか。

取組が行われていない。 現場の抵抗が発生しており、さら
なる経営者のリーダーシップが必
要である、あるいは子会社設立
等、別のアプローチが必要である。

経営者がリーダシップを発揮して、
一部の部門で改革に向けた取組
が進んでいる。

経営者がリーダシップを発揮し、
全社的に改革に向けた取組が進
んでいる。

改革に向けた取組について、改革
に適したモニタリングの仕組みによ
り、全社で持続的なものとして定
着している。
（経営者トップダウンによる長期
投資ファンドの設置等）

改革に向けた取組が、グローバル
競争を勝ち抜くことのできるレベル
で持続的に行われている。

成熟度

キークエスチョン（＋サブクエスチョン）
※黄色の網掛けしている項目がキークエスチョン

DX推進がミッションとなっている部署や人員と、その役割が明確になっているか。ま
た、必要な権限は与えられているか。

DXを通じた顧客視点での価値創出に向け、ビジネスモデルや業務プロセス、企業
文化の改革に対して、（現場の抵抗を抑えつつ、）経営者自らがリーダーシップを
発揮して取り組んでいるか。

事業への落とし込み
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＜ITシステム構築の枠組みに関する定性指標（１／２）＞ 
 

 
  

レベル0 レベル１ レベル２ レベル３ レベル４ レベル５

No. 大分類 中分類 小分類

未着手
（経営者は無関心か、関心が

あっても具体的な取組に至ってい
ない）

一部での散発的実施
（全社戦略が明確でない中、
部門単位での試行・実施に留

まっている）

一部での戦略的実施
（全社戦略に基づく

一部の部門での推進）

全社戦略に基づく
部門横断的推進

全社戦略に基づく
持続的実施

（定量的な指標等による
持続的な実施）

グローバル市場におけるデジタル
企業

（デジタル企業として、グローバル
競争を勝ち抜くことのできるレベ

ル）

8 ITシステム構築の
枠組み

認識していない。 認識はしているものの、プランニン
グはまだできていない。あるいは、
プランニングはできているものの、ビ
ジョン実現のためのものとしては不
十分である。

既存のITシステムにどのような見
直しが必要であるかを十分に認
識し、ビジョン実現のためのプラン
ニングがあり、今後実行に移すあ
るいは実行中である。

既存のITシステムにどのような見
直しが必要であるかを十分に認
識し、ビジョン実現のためのプラン
ニングの下に、全社的に対応がな
された状態である。

既存のITシステムにどのような見
直しが必要であるかを十分に認
識し、全社的に対応がなされ、継
続的に改善していく仕組みが定
着している。

グローバル競争を勝ち抜く観点か
ら、既存のITシステムにどのような
見直しが必要であるかを十分に
認識し、全社的に対応がなされ、
継続的に改善していく仕組みが
定着している。

8-1 サブ（データ活用） データを、リアルタイム等使いたい形で使えるITシステムとなっ
ているか。

データを使いたい形で使えない。 一部のデータの活用状況は把握
されているが、一部のデータの活
用状況は把握されていない。

データの活用状況が把握され、
一部の部門でリアルタイム等で
データの活用が可能となっている。

データの活用状況が把握され、
全社的にリアルタイム等でデータの
活用が可能となっている。

データ活用に向けて、全社で持続
的な改善が進められている。
（データの粒度や範囲等）

データの鮮度や粒度、範囲につい
て、グローバル競争を勝ち抜くこと
のできるレベルで、データ活用がで
きている。

8-2 サブ（スピード・アジリ
ティ）

環境変化に迅速に対応し、求められるデリバリースピードに
対応できるITシステムとなっているか。

環境変化に迅速に対応できず、
検討も始めていない。

検討を始めているが、システムの
全体構成が可視化されておらず
影響範囲が把握できていない。

システムの全体構成が可視化さ
れていてボトルネックとなる部分を
特定しており、一部の部門で対
応を行い、迅速な対応が可能と
なっている。

システムの全体構成が可視化さ
れており、ボトルネックをすべて解
消したため、全社的に迅速な対
応が可能となっている。

迅速な機能追加、拡張に向け
て、全社で持続的な改善が進め
られている。

グローバル競争を勝ち抜くことので
きるレベルで、迅速な機能追加、
拡張が可能な状態となっている。

8-3 サブ（全社最適） 部門を超えてデータを活用し、バリューチェーンワイドで顧客
視点での価値創出ができるよう、システム間を連携させるな
どにより、全社最適を踏まえたITシステムとなっているか。

全社最適を踏まえたITシステムの
必要性について認識していない。

部署ごとでバラバラなシステムと
なっており（システム間連携して
いない）、刷新のあり方について
検討を行っている。

全社でのシステム間連携の方針
を持っており、一部の部門でシス
テム間連携が可能となっている。

部門を超えてデータを活用し、全
社的にシステム間連携が可能と
なっている。

環境変化に対応した全社最適の
維持に向けて、持続的な改善が
進められている。

グローバル競争を勝ち抜くことので
きるレベルで、全社最適でデータ
活用ができる状態となっている。

8-4 IT資産の分析・評価 サブ IT資産の現状について、全体像を把握し、分析・評価でき
ているか。
（視点：　アプリケーション単位での利用状況、技術的な
陳腐化度合い、サポート体制の継続性等）

分析・評価できていない。 IT資産の部門ごとの現状把握と
なっている。

IT資産の全体像を把握できてい
るが、一部の部門での分析・評
価となっている。

IT資産の全体像を把握できてお
り、全社的な分析・評価ができて
いる。

アプリ単位での利用状況、システ
ム寿命が把握されており、持続的
な改善に向けた全社でのIT資産
の見通しの分析・評価ができてい
る。

グローバル競争を勝ち抜くために
IT資産の分析・評価がなされ、
競争力のある（最新、最適な）
ITシステムとなっている。

8-5 サブ（廃棄） 価値創出への貢献の少ないもの、利用されていないものにつ
いて、廃棄できているか。

廃棄していない。 部門ごとでバラバラに対応してい
る。

価値創出の貢献に基づき、全社
での廃棄の方針ができており、一
部の部門で廃棄がなされている。

全社的に価値創出の貢献に基づ
き廃棄がなされている。

環境変化を見越して、価値創出
の貢献に基づいた評価と廃棄の
実行が持続している。

グローバル競争を勝ち抜くために
価値創出への貢献に基づく廃棄
がなされ、競争力のある（最新、
最適な）ITシステムとなってい
る。

8-6 サブ（競争領域の特
定）

データやデジタル技術を活用し、変化に迅速に対応すべき領
域を精査の上特定し、それに適したシステム環境を構築でき
ているか。

領域を定義・特定できていない。 部門ごとの競争領域定義・特定
となっており、部門ごとでバラバラに
対応している。

全社戦略に基づく全社視点の競
争領域定義・特定されており、一
部の部門で対応が行われてい
る。

全社戦略に基づく全社視点の競
争領域定義・特定されており、全
社的にそれに適したシステム環境
となっている。

環境変化を見越して、競争領域
の定義・特定の見直しを行う評
価活動が持続しており、全社でそ
れを踏まえたシステム環境の構築
を持続できている。

グローバル競争を勝ち抜くための
領域定義・特定がされており、競
争力のある（最新、最適）ITシ
ステムとなっている。

8-7 サブ（非競争領域の
標準化・共通化）

非競争領域について、標準パッケージや業種ごとの共通プ
ラットフォームを利用し、カスタマイズをやめて標準化したシス
テムに業務を合わせるなど、トップダウンで機能圧縮できてい
るか。

領域を定義・特定できていない 部門ごとに非競争領域を定義・
特定しており、部門ごとでバラバラ
にカスタマイズしている。

全社で非競争領域を定義・特定
し、標準化・共通化等の方針が
できており、一部の部門で機能圧
縮がなされている。

全社的に非競争領域を定義・特
定し、標準化・共通化等の方針
ができており、全社的に機能圧縮
がなされている。

機能圧縮の必要性についての評
価の仕組みがあり、機能圧縮に
向けた取組が、全社で持続的な
ものとして定着している。

グローバル競争を勝ち抜くために
業界パッケージ、業界プラット
フォーム等を活用し、競争力のあ
るITシステムとなっている。

8-8 サブ（ロードマップ） ITシステムの刷新に向けたロードマップが策定できているか。 ITシステムの刷新に向けた議論
がされていない。

部門ごとにITシステムの刷新に向
けた議論がバラバラになされてい
る。

全社戦略に基づくITシステム刷
新が議論されており、一部の部門
でのロードマップが策定され、実行
されている。

全社戦略に基づくIT刷新計画が
あり、全社システムに関するロード
マップが策定され、実行されてい
る。

環境変化を見越して、ロードマッ
プの見直しを行う評価の仕組みが
あり、全社で持続的によりよいシ
ステム構築への対応がなされてい
る。

グローバル競争を勝ち抜くための
IT刷新に向けたロードマップとなっ
ている。

IT資産の仕分けと
プランニング

成熟度

キークエスチョン（＋サブクエスチョン）
※黄色の網掛けしている項目がキークエスチョン

ビジョン実現の基盤としてのITシステムの
構築

ビジョン実現（価値の創出）のためには、既存のITシステムにどのような見直しが必
要であるかを認識し、対応策が講じられているか。

ITシステムに求められる要素
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＜ITシステム構築の枠組みに関する定性指標（２／２）＞ 
 

 

  

レベル0 レベル１ レベル２ レベル３ レベル４ レベル５

No. 大分類 中分類 小分類

未着手
（経営者は無関心か、関心が

あっても具体的な取組に至ってい
ない）

一部での散発的実施
（全社戦略が明確でない中、
部門単位での試行・実施に留

まっている）

一部での戦略的実施
（全社戦略に基づく

一部の部門での推進）

全社戦略に基づく
部門横断的推進

全社戦略に基づく
持続的実施

（定量的な指標等による
持続的な実施）

グローバル市場におけるデジタル
企業

（デジタル企業として、グローバル
競争を勝ち抜くことのできるレベ

ル）

9 ITシステム構築の
枠組み

できていない。 現場からの要請に応じて配分して
おり、全社最適の観点から横串を
通した取組には至っていない。

技術的負債を低減しつつ、価値
の創出につながる領域への資金・
人材の配分を、一部の部門で実
施している。

全社最適の観点から、技術的負
債を低減しつつ、価値の創出につ
ながる領域への資金・人材の配
分を、全社的に実施している。

全社最適の観点から資金・人材
が配分され、その効果のモニタリン
グに基づいて、定期的にリソース
ポートフォリオの再配分を実行して
いる。

グローバル競争を勝ち抜くために、
サプライチェーン、バリューチェーン
の最適化の観点から、資金・人
材が配分され、その効果のモニタ
リングに基づいて、定期的にリソー
スポートフォリオの再配分を実行し
ている。

9-1 サブ（体制） ビジョンの実現に向けて、新規に投資すべきもの、削減すべ
きもの、標準化や共通化等について、全社最適の視点か
ら、部門を超えて横断的に判断・決定できる体制を整えられ
ているか。
（視点：　顧客視点となっているか、サイロ化していないか、
ベンダーとのパートナーシップ等）

体制ができていない。 形としての体制はできているが、
実質的には、部署ごとにバラバラ
で判断しており、横断的に判断・
決定できていない。

投資ポートフォリオ、標準化、共
通化について全社最適の視点か
ら判断基準が提示され、横断的
に判断・決定する体制の指導の
下、一部の部門で実践している。

全社最適の視点から判断基準が
提示され、横断的に判断・決定
する体制の指導の下、全社的に
実践している。

横断的に判断・決定する体制の
モニタリングがなされて、強化を含
め適切な体制が持続的に維持さ
れている。

グローバル競争を勝ち抜くことので
きるレベルで、横断的に判断・決
定できる体制となっている。

9-2 サブ（人材確保） ベンダーに丸投げせず、ITシステムの全体設計、システム連
携基盤の企画や要求定義を自ら行い、パートナーとして協
創できるベンダーを選別できる人材を確保できているか。

取組が行われていない。 部門ごとにバラバラでベンダとやり
取りしており、企画、要求定義を
自ら行うことができる人材もいない
（その結果ベンダ丸投げとなって
いる）。

IT部門が全社的な観点からベン
ダ管理を行っており、一部の部門
では、企画、要求定義を自ら行う
ことができている。

IT部門が全社的な観点からベン
ダ管理を行い、企画、要求定義
を自ら行うことができる人材を各
部門で確保できている。

企画、要求定義を自ら行うことが
できる人材の確保、育成が持続
的に進められている。

グローバル競争を勝ち抜くことので
きるレベルで、ユーザ主導でベンダ
とのパートナ関係をリードできる人
材の確保、育成ができている。
（グローバルベンダを使いこなすな
ど）

9-3 サブ（事業部門の
オーナーシップ）

各事業部門がオーナーシップをもって、DXで実現したい事業
企画・業務企画を自ら明確にし、完成責任まで負えている
か。

事業部門がオーナーシップを持っ
ていない。

事業部門はオーナーシップを持っ
ているが、事業企画・業務企画を
作成できない。

一部の事業部門では、オーナー
シップを持ち、事業企画・業務企
画を作成、完成責任まで負えて
いる。

全社的に、事業部門が、オーナー
シップを持って、事業企画・業務
企画を作成、完成責任を負えて
いる。

全社的に、事業部門が事業企
画・業務企画を策定し、IT部門
と協力しながらシステム開発にも
携わっている。

事業企画・業務企画の作成から
システム開発までをリードする事
業部門の能力が、グローバル競
争を勝ち抜くレベルに達している。

9-4 サブ（データ活用の人
材連携）

「どんなデータがどこにあるかを分かっている人」と「データを利
用する人」が連携できているか。

データの所在が認識できていな
い。

データの所在は認識できている
が、データの所在が分かっている
人とデータを利用する人とが連携
できていない。

一部の部門でデータの所在が分
かっている人とデータを利用する人
が連携できている。

データの所在が分かっている人と
データを利用する人が全社的に
連携できている。

データの所在が分かっている人と
データを利用する人との連携を改
善する仕組みができている。
（データ活用の成功事例、ノウハ
ウの全社共有等）

グローバル競争を勝ち抜く観点か
らデータの仕様を定義し、自社の
枠を超えてデータを活用できるよう
連携できている。

9-5 サブ（プライバシー、
データセキュリティ）

DX推進に向け、データを活用した事業展開を支える基盤
（プライバシー、データセキュリティ等に関するルールやITシス
テム）が全社的な視点で整備されているか。

基盤が整備されていない。 部門ごとでバラバラに取り組んでい
る。

一部の部門でプライバシー、デー
タセキュリティ等に関するルールや
ITシステムが整備されている。

全社的事業基盤としてプライバ
シー、データセキュリティ等に関す
るルールやITシステムが整備され
ている。

環境変化に対応して基盤を改善
する仕組みができている。

グローバル競争を勝ち抜く観点か
ら事業基盤が競争力の源泉と
なっている。
(基盤があることで顧客がデータを
提供するなどのデータ活用が進
む）

9-6 サブ（IT投資の評
価）

ITシステムができたかどうかではなく、ビジネスがうまくいったかど
うかで評価する仕組みとなっているか。

仕組みができていない。 一部の部門で仕組みが明確化・
実践されているが、全社的な仕
組みとなっていない。

全社的に仕組みが明確化され、
一部の部門で実施されている。

全社的に仕組みが明確化され、
実践されている。

仕組みが明確化され、全社で持
続的なものとして定着している。

ITが実現する変革の取組がビジ
ネス価値に直結することでグロー
バル競争を勝ち抜ける水準となっ
ている。

ビジョンの実現に向けて、IT投資において、技術的負債を低減しつつ、価値の創出
につながる領域へ資金・人材を重点配分できているか。
（「技術的負債」：　短期的な観点でシステムを開発し、結果として、長期的に保
守費や運用費が高騰している状態のこと）

成熟度

キークエスチョン（＋サブクエスチョン）
※黄色の網掛けしている項目がキークエスチョン

ガバナンス・体制
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＜DX推進、ITシステム構築の取組状況に関する定量指標＞ 
No. 大分類 中分類 小分類 項目 観点：算出方法

1 DX推進の
取組状況

DXによる競争力強化の
到達度合い

研究＆開発 製品開発スピード スピード感：
タイム・トゥ・マーケット
（新製品開発における研究開発の予算措置から市場提供まで）

2 マーケティング 新規顧客獲得割合 割合：
新規顧客からの売上の割合、新製品からの売上の割合。経年変化により着目。
※流出顧客割合や廃止製品数を測定するか。新規顧客の絶対数を測定する案も。

3 調達・購買 支出プロセスにおける効率性 効率性：
統制下にある支出の割合、定型の購買サービスを用いた支出割合。

4 会計・経理 決算処理スピード 効率性：
代表的な会計処理として効率を測定。
※決算処理日数（年次）など

5 Cash Conversion Cycle 効率性：
資金繰りに関する指標として、仕入れから販売に伴う現金回収までの日数。

6 フォーキャストサイクルタイム スピード感：
予算見直しをアジャイルに行っているか。

7 DXの取組状況 デジタルサービス 企業全体に占めるデジタルサービスの割合 [％] 割合：
売上もしくは顧客数などで経年変化に着目

8 デジタルサービス全体の利益 [円] 絶対値 or 割合：
9 デジタルサービスへの投資額 [円] 絶対値 or 割合：

10 デジタルサービスに従事している従業員数 [人] 絶対値 or 割合：
11 新サービスを利用する既存顧客の割合 [％] 割合：
12 デジタルプロジェクト DXのためのトライアルの数 [件] 絶対値：
13 業務提携 DXのための業務提携の数 [件] 絶対値：

DXのためのExitプランが明確になっているアライアンスやM&Aの件数

14 デジタル化 業務プロセスのデジタル化率 [%] 割合：
15 ITシステム構築の

取組状況
ITシステム構築の取組状況 予算 ラン・ザ・ビジネス予算とバリュー・アップ予算の比率 ラン・ザ・ビジネス予算とバリュー・アップ予算の比率、と3年後の目標値

※ IT部門の支出するもののみでなく、事業部門のIT投資も足し合わせていることが望ましい

16 人材 DX人材（事業）の数 [人] 事業部門などにおいて、顧客や市場、業務内容に精通しつつ、データやデジタル技術を使って何ができるかを理解し、DXの実行を担
う人材の数と3年後の目標値

17 DX人材（技術）の数 [人] デジタル技術やデータ活用に精通した人材の数と3年後の目標値
18 DX人材育成の研修予算 DX人材を育成するための予算（絶対値 or 割合）と、3年後の目標値
19 データ データ鮮度

[リアルタイム／日次／週次／月次]
経営が迅速に把握すべきと考えているデータをいくつか特定し、それについてどの程度の頻度（期間）で締め（確定）処理が行われ
ているかと3年後の目標値

20 スピード サービス改善のリードタイム [日] リードタイムの短縮を目指すサービスをいくつか特定し、それぞれに対するITシステムについて、改修企画の立案からサービス開始までの
期間と3年後の目標値

21 サービス改善の頻度 [回] サービス改善の頻度向上を目指すサービスをいくつか特定し、それぞれに対するITシステムについて、サービス改善（リリース）頻度と3
年後の目標値

22 アジリティ アジャイルプロジェクトの数 [件] アジャイルプロジェクトの数（もしくは全プロジェクト数に対する割合）と3年後の目標値
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 「DX推進における取締役会の実効性評価項目」について 

（本項については、同様のものを、別途、経済産業省 HPで別ファイルとしても提供） 
 
これまで述べてきたとおり、DX を推進していく上では、経営者と事業部門、DX 部門、

IT 部門などの関係者が DX を巡る自社の現状や課題、とるべきアクションについて認識を
共有し、アクションにつなげていくことが重要である。 
しかしながら、あらゆる企業がデジタル化への対応を求められる中で、こうした執行を担

う関係者の取組だけでなく、経営の監督を担うべき取締役ないしは取締役会が果たすべき
役割も極めて大きい。 
このため、「DX推進指標」の内容を踏まえつつ、取締役会での議論の活性化に資する観点

から、取締役会の実効性評価（※）にも活用できるものとして、『DX推進における取締役会
の実効性評価項目』を策定した。 
本『評価項目』の活用により、DXの取組に関する議論が、取締役会においても活発に行

われることを期待する。 

 

※ コーポレートガバナンス・コード ３の原則 4-11 補充原則③において、「取締役会は、
毎年、各取締役の自己評価なども参考にしつつ、取締役会全体の実効性について分析・
評価を行い、その結果の概要を開示すべきである。」とされている。 
 

 

                                                 
３ 株式会社東京証券取引所『コーポレートガバナンス・コード』（平成 30年 6月改訂） 

https://www.jpx.co.jp/equities/listing/cg/tvdivq0000008jdy-att/20180601.pdf 
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「DX推進における取締役会の実効性評価項目」 
 
＜参考： デジタルトランスフォーメーション（DX）の定義＞ 
「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や
社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務その
ものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること」 

 

A) 取締役の選任 

《取締役の選任》 
1. 当社の取締役会は、データとデジタル技術を活用したビジネスモデルの変革に関する

十分な知見や問題意識を有する取締役を（少なくとも一名）選任しているか。 
□ 選任している □ 選任していない 

 

B) ビジョン 

《ビジョンの共有》 
2. 当社の取締役会では、データとデジタル技術を使って、変化に迅速に対応しつつ、顧客

視点でどのような価値を創出するのかといったビジョンについて、十分な議論が尽く
され明確な合意が形成されているか。 
□ 強くそう思う □ そう思う □ そう思わない    □全くそう思わない 

 
《危機感とビジョン実現の必要性の共有》 
3. 当社の取締役会では、将来における IT 技術の発展に伴う非連続的イノベーション（デ

ィスラプション）がもたらす経営環境の変化と、当社の事業への影響について、十分な
議論が尽くされ明確な合意が形成されているか。 
□ 強くそう思う □ そう思う □ そう思わない    □全くそう思わない 

 

C) 経営トップのコミットメント 

《経営トップのコミットメント》 
4. 当社の取締役会は、ビジョンの実現に向けた経営陣の取組（ビジネスモデルや業務プロ

セス、企業文化を変革するために必要となる組織整備、人材・予算の配分、プロジェク
ト管理や人事評価の見直しなど）を適切に監督しているか。 
□ 強くそう思う □ そう思う □ そう思わない    □全くそう思わない 
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D) 仕組み 

《DXに求められるマインドセット、企業文化》 
5. 当社の取締役会は、挑戦を促し失敗から学ぶプロセスをスピーディーに実行し、継続で

きる仕組み（体制、KPI、プロジェクト評価、人事評価など）が構築されているかどう
か適切に監督しているか。 
□ 強くそう思う □ そう思う □ そう思わない    □全くそう思わない 

 
《投資意思決定、予算配分》 
6. 当社の取締役会は、データやデジタル技術の活用への取組を推進するための投資につ

いて、以下を総合的に勘案して判断しているか。 
① コストのみでなくビジネスに与えるプラスのインパクトを勘案しているか 
② 他方、定量的なリターンやその確度を求めすぎて挑戦を阻害していないか 
③ 投資をせず、DXが実現できないことにより、デジタル化するマーケットから排除

されるリスクを勘案しているか 
□ 強くそう思う □ そう思う □ そう思わない    □全くそう思わない 

 
《推進・サポート体制》 
7. 当社の取締役会は、DX推進がミッションとなっている部署や人員と、その役割が明確

になっているか、また、必要な権限は与えられているかどうか適切に監督しているか
（DX推進のために新規部署を設立するのか、既存部署がその役割を担うのかは問わず、
該当部署に人員が適切に配置されているか、部署・人員の役割が明確になっているか、
必要な権限が与えられているかを確認。また、経営・事業部門・IT部門の連携の確保、
外部との連携の推進という観点も含む）。 
□ 強くそう思う □ そう思う □ そう思わない    □全くそう思わない 

 
《人材育成・確保》 
8. 当社の取締役会は、DX推進に必要な人材の育成・確保に向けた取組が行われているか

どうか適切に監督しているか。 
□ 強くそう思う □ そう思う □ そう思わない    □全くそう思わない 
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E) 事業への落とし込み 

《戦略とロードマップ》 
9. 当社の取締役会では、DX を通じた価値創出に向け、ビジネスモデルや業務プロセス、

働き方などをどのように変革するか、戦略とロードマップについて、十分な議論が尽く
され明確な合意が形成されているか（すぐに成果が出ないことや既存業務の売上を奪
うリスクなどをどう克服するかを含む）。 
□ 強くそう思う □ そう思う □ そう思わない    □全くそう思わない 

 

F) ビジョン実現の基盤としての ITシステムの構築 

《ITシステムに求められる要素》 
10. 当社の取締役会は、以下のような DX の推進に求められる要素を実現できる IT システ

ムとなっているかどうか適切に監督しているか。 
① データをリアルタイム等使いたい形で使えるか 
② 環境変化に対応し、迅速に新規サービスを提供できるか 
③ 部門を超えてデータを活用できるなど、全社最適を踏まえたものとなっているか 
□ 強くそう思う □ そう思う □ そう思わない    □全くそう思わない 

 
《ITシステムの技術的負債》 
11. 当社の取締役会は、既存のＩＴシステムが技術的負債※になってしまっていないかどう

か適切に監督しているか（あるいは客観的な評価を行っているか）。 
※ 既存のＩＴシステムが老朽化、複雑化、ブラックボックス化して、維持、保守コス

トが高騰した状態 
□ 強くそう思う □ そう思う □ そう思わない    □全くそう思わない 

 
《IT資産の仕分けとロードマップ》 
12. 当社の取締役会では、以下のような IT資産の仕分けに基づく ITシステムの刷新に向け

たロードマップについて、十分な議論が尽くされ明確な合意が形成されているか。 
① 価値創出への貢献の少ないものの廃棄 
② 他社と差別化する必要がない領域（非競争領域）について、カスタマイズをやめて

標準化したシステムに業務を合わせるなどの標準化・共通化 
③ 他社と差別化すべき領域（競争領域）について、変化に迅速に対応できるシステム

環境の構築 
□ 強くそう思う □ そう思う □ そう思わない    □全くそう思わない 
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G) ITシステム構築におけるガバナンス・体制 

《ガバナンス・体制》 
13. 当社の取締役会は、DXの推進に向けて、新規に投資すべきもの、削減すべきものなど

について、全社最適の視点から、部門を超えて横断的に判断・決定できる体制を整え、
価値の創出につながる領域へ資金・人材を重点配分できているかどうか適切に監督し
ているか。 
（視点： 顧客視点となっているか、サイロ化していないかなど） 
□ 強くそう思う □ そう思う □ そう思わない    □全くそう思わない 

 
《IT投資の評価》 
14. 当社の取締役会は、IT 投資について、IT システムができたかどうかではなく、ビジネ

スがうまくいったかどうかで評価する仕組みとなっているかどうか適切に監督してい
るか。 
□ 強くそう思う □ そう思う □ そう思わない    □全くそう思わない 

 

H) 経営陣の評価 

《経営陣の評価》 
15. 当社の取締役会（または指名・報酬委員会）は、経営陣の評価や役員報酬の決定、経営

陣の指名にあたり、DXへの取組を重要な評価項目として考慮しているか。 
□ 強くそう思う □ そう思う □ そう思わない    □全くそう思わない 

 

I) ステークホルダーへの情報開示 

《ステークホルダーへの情報開示》 
16. 当社の取締役会は、DXへの取組について、株主等のステークホルダーへの情報開示の

あり方についての議論を行っているか。 
□ 強くそう思う □ そう思う □ そう思わない    □全くそう思わない 
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J) 自由記入欄 

17. 当社において、DXを有効かつ効率的に推進していく上で、課題や障害となっているも
のがあればお書きください。 
 
 
 
 
 
 
 
 

18. 課題や障害がある場合、それらを乗り越えていくために、取締役会がどのような取組を
するべきか、具体的なご提案・工夫などがあればお書きください。 
 
 
 
 
 
 
 

 

  



51 
 

（参考）「見える化」指標、診断スキーム構築に向けた全体会議、WG 開催実績 

 
＜全体会議開催実績＞ 
第 1回 2018年 12月 17日 
第 2回 2019年 2月 25日 
第 3回 2019年 3月 14日 

 
＜全体会議委員名簿＞ 
＜委員＞ 
青山 幹雄 南山大学理工学部ｿﾌﾄｳｪｱ工学科 教授 
畔田 秀信 日本電気株式会社 SI･ｻｰﾋﾞｽ&ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ統括ﾕﾆｯﾄ 主席主幹 
井田 孝一 Ernst & Young LLP UKI ﾃﾞｨﾚｸﾀｰ 
岡下 浩明 ﾚｯﾄﾞﾊｯﾄ株式会社 ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄｿﾘｭｰｼｮﾝ本部 本部長 
岡部 隆一 KPMG ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ株式会社 ﾊﾟｰﾄﾅｰ 
小池 裕幸 日本ｱｲ･ﾋﾞｰ･ｴﾑ株式会社 執行役員 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ事業推進担当 
小守 雅年 日本ｵﾗｸﾙ株式会社 ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ事業統括 ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞｱｰｷﾃｸﾄ本部長 
田畑  紀和 ｱｸｾﾝﾁｭｱ株式会社ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ本部 ﾏﾈｼﾞﾝｸﾞ･ﾃﾞｨﾚｸﾀｰ 
田丸 健三郎 日本ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ株式会社 技術統括室 業務執行役員 ﾅｼｮﾅﾙﾃｸﾉﾛｼﾞｰｵﾌｨｻｰ 
冨安 寛 株式会社ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾃﾞｰﾀ 技術革新統括本部 ｼｽﾃﾑ技術本部長 
丹羽 恵久 株式会社ﾎﾞｽﾄﾝ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ ﾊﾟｰﾄﾅｰ&ﾏﾈｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾃﾞｨﾚｸﾀｰ 
濱本 勇人 富士通株式会社 ｻｰﾋﾞｽﾃｸﾉﾛｼﾞｰ本部 ｼｽﾃﾑｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ技術統括部  

ｼﾆｱﾏﾈｰｼﾞｬｰ 
広木 共郷 株式会社 IT VALUE EXPERTS 代表取締役社長 
広瀬 雄二 株式会社日立製作所 ｼｽﾃﾑ&ｻｰﾋﾞｽﾋﾞｼﾞﾈｽ統括本部 ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ事業部  

ｻｰﾋﾞｽｿﾘｭｰｼｮﾝ本部 ｻｰﾋﾞｽﾋﾞｼﾞﾈｽ推進部 部長 
松原 健一郎 Dell EMC(EMC ｼﾞｬﾊﾟﾝ株式会社) 執行役員 ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ事業本部長 
宮村 和谷 PwCあらた有限責任監査法人 ﾊﾟｰﾄﾅｰ 
村田 聡一郎 SAP ｼﾞｬﾊﾟﾝ株式会社 ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰﾊﾞﾘｭｰｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業統括本部  

IoT/IR4 ﾃﾞｨﾚｸﾀｰ 
室脇 慶彦 株式会社野村総合研究所 理事 
森 修一 ﾃﾞﾛｲﾄﾄｰﾏﾂｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ合同会社 執行役員 
八剱 洋一郎 株式会社ﾜｰｸｽｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｽﾞ 取締役副社長 顧客支援事業本部長 
山本 修一郎 名古屋大学大学院情報学研究科 教授 
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＜オブザーバ＞ 
 小野 修一 特定非営利活動法人 日本ｼｽﾃﾑ監査人協会 会長 
菊川 裕幸 一般社団法人日本情報ｼｽﾃﾑ･ﾕｰｻﾞｰ協会 専務理事 
境 真良 独立行政法人情報処理推進機構 参事/社会基盤ｾﾝﾀｰ特命担当部長 
笹岡 賢二郎 一般社団法人ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｿﾌﾄｳｪｱ協会 専務理事 
鈴木 久期 一般社団法人電子情報技術産業協会 情報･産業ｼｽﾃﾑ部長 
廣瀬 毅 一般社団法人情報ｻｰﾋﾞｽ産業協会 常務理事･事務局長 

 
(氏名五十音順 敬称略) 

 
 
＜WG開催実績＞ 
 第 1回 2019年 1月 30日 
 第 2回 2019年 2月 6日 
 第 3回 2019年 2月 13日 
 第 4回 2019年 3月 5日 
 第 5回 2019年 3月 12日 
 
＜WG委員名簿＞ 
＜委員＞ 
青山 幹雄 南山大学理工学部ｿﾌﾄｳｪｱ工学科 教授 
片岡 晃 独立行政法人情報処理推進機構 社会基盤ｾﾝﾀｰ ｾﾝﾀｰ長 
亀山 満 株式会社資生堂 執行役員･CIO 
喜多羅 滋夫 日清食品ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社 執行役員･CIO  
木下 貴史 株式会社野村総合研究所 上席ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 
田口 俊太郎 ﾆﾁﾊﾞﾝ株式会社事業統括本部情報ｼｽﾃﾑ部 部長 
三谷 慶一郎 特定非営利活動法人日本ｼｽﾃﾑ監査人協会 副会長 
山本 修一郎 名古屋大学大学院情報学研究科 教授 
吉田 裕之 ｼﾞｬﾊﾟﾝｼｽﾃﾑ株式会社 ﾁｰﾌﾃｸﾉﾛｼﾞｰｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 

 
(氏名五十音順 敬称略) 
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